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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき

総務大臣に届けられた統計調査をいう。 



５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法

下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査

以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
 



 

○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

学校保健統計調査 文部科学大臣 

承認事項の変更 

平成 25 年調査の実施に当

たり、学校保健安全法施行

規則の改正に伴い、結核の

精密検査に係る「委員会で

の検討を必要とする者」の

事項を削除 

H24.10.30 

海面漁業生産統計調

査 
農林水産大臣 

承認事項の変更 

本調査の結果表の作成に

利用している行政記録情報

（漁獲成績報告書等）の分

析作業を行っている独立行

政法人の組織改編に伴い、

当該情報を取りまとめてい

る調査組織の一部を変更 

H24.10.30 

作物統計調査 農林水産大臣 

承認事項の変更 

①  耕 地 面 積 調 査 に お い

て、GIS を活用して、標本

単位区の設定等を効率化

するための作業方法の変

更 

②  野菜等を対象とした収

穫量調査等における調査

票の変更及び調査対象品

目の追加 

H24.10.30 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H24.10.2 民間企業の勤務条件制度等調査 人 事 院 総 裁

H24.10.9 ユニットロード貨物流動調査 国 土 交 通 大 臣

H24.10.10 消費生活協同組合（連合会）実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H24.10.11 能力開発基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H24.10.22 青少年のインターネット利用環境実態調査 内 閣 総 理 大 臣

H24.10.23 労働安全衛生特別調査 厚 生 労 働 大 臣

H24.10.26 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 厚 生 労 働 大 臣

H24.10.31 全国イノベーション調査 文 部 科 学 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H24.10.5 山梨県観光入込客統計調査 山 梨 県 知 事

H24.10.5 民間賃貸住宅空家実態調査 福 岡 市 長

H24.10.9 岡山市における交通実態調査 岡 山 市 長

H24.10.10 滋賀の物流に関するアンケート調査 滋 賀 県 知 事

H24.10.12 北海道観光入込客数調査 北 海 道 知 事

H24.10.12
バイオマス系廃棄物再資源化取組検討に係る事業者アンケー
ト調査

三 重 県 知 事

H24.10.15 市民の健康づくりに関するアンケート調査 福 岡 市 長

H24.10.15 宮崎県観光入込客統計調査 宮 崎 県 知 事

H24.10.17 長野県高年齢者・障害者雇用実態調査 長 野 県 知 事

H24.10.17
長崎県健康増進計画「健康ながさき２１」に係るアンケート
調査

長 崎 県 知 事

H24.10.18 都内外資系企業基礎調査 東 京 都 知 事

H24.10.18 国別外国人旅行者行動特性調査 東 京 都 知 事

H24.10.18 東京都観光客数等実態調査 東 京 都 知 事

H24.10.19 クリエイティブ産業の投資動向等に関するアンケート調査 大 阪 府 知 事

H24.10.19 平成２３年度奈良県紀伊半島大水害間接被害調査 奈 良 県 知 事

H24.10.22 管理栄養士等の採用状況等に関する調査 長 野 県 知 事

H24.10.26 がん対策に関するアンケート調査 福 岡 県 知 事

H24.10.30 宮城県観光客入込数調査 宮 城 県 知 事

H24.10.30 宮城県観光動態調査 宮 城 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもので
　　ある。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H24.10.3 県民健康・栄養実態調査 新 潟 県 知 事

H24.10.3 愛知県推計人口調査 愛 媛 県 知 事

H24.10.5 中小企業労働条件等実態調査 東 京 都 知 事

H24.10.5 石川県廃棄物排出量実態調査 石 川 県 知 事

H24.10.9 県民生活習慣実態調査 岩 手 県 知 事

H24.10.10 静岡中部都市圏パーソントリップ調査 静 岡 県知 事、 静岡 市長

H24.10.11 東京都　企業の管理活動等に関する実態調査 東 京 都 知 事

H24.10.16 京都府民のスポーツに関する調査 京 都 府 知 事

H24.10.19 岐阜県観光入込客統計調査 岐 阜 県 知 事

H24.10.23 県民経済計算基礎調査 新 潟 県 知 事

H24.10.26 中小企業景況調査 愛 知 県 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもので
　　ある。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 学校保健統計調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月３０日 

【実施機関】 文部科学省生涯学習政策局調査企画課 

【目 的】 本調査は、学校における幼児、児童及び生徒の発育、健康等の状態を明らか

にすることを目的とする。 

【沿 革】 この統計は、学校における健康診断の結果の記録に基づいて作成される統計

であり、始まりは、明治３３年の「生徒児童身体検査統計」である。このとき作

成の基となったのは、「学生生徒身体検査規程（明治３３年３月２６日文部省令

第４号）」に基づいて行われた身体検査の結果の記録であった。戦時中は、身体

検査が徹底して行われなかったため、統計の作成は昭和１４年を最後に中断し、

戦後の昭和２２年まで作成されなかった。昭和２３年に、旧統計法（昭和２２年

法律第１８号）に基づく指定統計調査となり、名称を「学校衛生統計」とし、学

校身体検査規程（昭和１９年５月１７日文部省令第３３号）に基づいて行われた

身体検査の結果の記録を基に作成する統計として再出発した。昭和３３年に、学

校保健法（昭和３３年法律第５６号）が制定され、学校における身体検査は、以

後はこの法律に基づく健康診断として行われることになった。これに対応して、

昭和３５年に名称が「学校保健統計」に、また、これを作成するための指定統計

調査名が「学校保健統計調査」に改められた。昭和５２年に、「学校保健統計調

査」の調査対象の選定方法が、都道府県の負担軽減のため、従来の単純比例抽出

から各都道府県ごとに同数を抽出する確率比例抽出となった。平成１８年に、調

査対象の選定方法が、確率比例抽出から層化抽出となった。 

【調査の構成】 １－発育状態調査票（幼稚園） ２－発育状態調査票（小学校） ３－

発育状態調査票（中学校及び中等教育学校の前期課程） ４－発育状態調

査票（高等学校及び中等教育学校の後期課程） ５－健康状態調査票（幼

稚園） ６－健康状態調査票（小学校） ７－健康状態調査票（中学校及

び中等教育学校の前期課程） ８－健康状態調査票（高等学校及び中等教

育学校の後期課程） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（速報：調査実施年の１２月、報告書：調査実施

年の翌年３月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の変更。 

※ 

【調査票名】 １－発育状態調査票（幼稚園） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国、公、私立の幼稚園 （抽出枠）

学校基本調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６４５／７２，３８０ （配布）郵
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送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎

年４月１日～６月３０日 （系統）文部科学省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～６月３０日 

【調査事項】 １．身長、２．体重、３．座高 

※ 

【調査票名】 ２－発育状態調査票（小学校） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国、公、私立の小学校 （抽出枠）

学校基本調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，８２０／２７０，７２０ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

毎年４月１日～６月３０日 （系統）文部科学省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～６月３０日 

【調査事項】 １．身長、２．体重、３．座高 

※ 

【調査票名】 ３－発育状態調査票（中学校及び中等教育学校の前期課程） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国、公、私立の中学校、中等教育

学校の前期課程 （抽出枠）学校基本調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８８０／２２５，６００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

毎年４月１日～６月３０日 （系統）文部科学省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～６月３０日 

【調査事項】 １．身長、２．体重、３．座高 

※ 

【調査票名】 ４－発育状態調査票（高等学校及び中等教育学校の後期課程） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国、公、私立の高等学校、中等教

育学校の後期課程 （抽出枠）学校基本調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４１０／１２６，９００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

毎年４月１日～６月３０日 （系統）文部科学省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～６月３０日 

【調査事項】 １．身長、２．体重、３．座高 

※ 

【調査票名】 ５－健康状態調査票（幼稚園） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国、公、私立の幼稚園 （抽出枠）

学校基本調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６４５／９７，７３８ （配布）郵
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送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎

年４月１日～６月３０日 （系統）文部科学省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～６月３０日 

【調査事項】 １．栄養状態、２．脊柱・胸郭の疾病・異常の有無、３．視力、４．聴力、

５．眼の疾病・異常の有無、６．耳鼻咽頭疾患の有無、７．皮膚疾患の有無、

８．歯・口腔の疾病・異常の有無、９．結核の有無、１０．心臓の疾病・異

常の有無、１１．尿、１２．寄生虫卵の有無、１３．その他の疾病・異常の

有無、１４．結核に関する検診の結果 

※ 

【調査票名】 ６－健康状態調査票（小学校） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国、公、私立の小学校 （抽出枠）

学校基本調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，８２０／１，３５１，６２３ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）毎年４月１日～６月３０日 （系統）文部科学省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～６月３０日 

【調査事項】 １．栄養状態、２．脊柱・胸郭の疾病・異常の有無、３．視力、４．聴力、

５．眼の疾病・異常の有無、６．耳鼻咽頭疾患の有無、７．皮膚疾患の有無、

８．歯・口腔の疾病・異常の有無、９．結核の有無、１０．心臓の疾病・異

常の有無、１１．尿、１２．寄生虫卵の有無、１３．その他の疾病・異常の

有無、１４．結核に関する検診の結果 

※ 

【調査票名】 ７－健康状態調査票（中学校及び中等教育学校の前期課程） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国、公、私立の中学校、中等教育

学校の前期課程 （抽出枠）学校基本調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８８０／８４３，８９９ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

毎年４月１日～６月３０日 （系統）文部科学省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～６月３０日 

【調査事項】 １．栄養状態、２．脊柱・胸郭の疾病・異常の有無、３．視力、４．聴力、

５．眼の疾病・異常の有無、６．耳鼻咽頭疾患の有無、７．皮膚疾患の有無、

８．歯・口腔の疾病・異常の有無、９．結核の有無、１０．心臓の疾病・異

常の有無、１１．尿、１２．寄生虫卵の有無、１３．その他の疾病・異常の

有無、１４．結核に関する検診の結果 

※ 

【調査票名】 ８－健康状態調査票（高等学校及び中等教育学校の後期課程） 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国、公、私立の高等学校、中等教

育学校の後期課程 （抽出枠）学校基本調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４１０／１，０６０，０３２ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）毎年４月１日～６月３０日 （系統）文部科学省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～６月３０日 

【調査事項】 １．栄養状態、２．脊柱・胸郭の疾病・異常の有無、３．視力、４．聴力、

５．眼の疾病・異常の有無、６．耳鼻咽頭疾患の有無、７．皮膚疾患の有無、

８．歯・口腔の疾病・異常の有無、９．結核の有無、１０．心臓の疾病・異

常の有無、１１．尿、１２．寄生虫卵の有無、１３．その他の疾病・異常の

有無、１４．結核に関する検診の結果  
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【調査名】 作物統計調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、

作物統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成することにより耕

地及び作物の生産に関する実態を明らかにし、農業行政の基礎資料を整備するこ

とを目的とする。 

【沿 革】 昭和２２年に開始し、昭和２５年から指定統計調査として実施している。昭

和５４年には、一部調査事項について調査項目の区分及び調査期日の変更を行っ

た。平成１４年には、（１）関連する承認統計調査を含めた調査体系の整備、（２）

調査対象品目の選定基準の策定、（３）調査票の統廃合、ＯＣＲ化等を実施した。

平成１７年には、（１）作付予定面積調査及び野菜・果樹に係る予想収穫量調査

の廃止、（２）てんさい・さとうきびに関する作付面積調査及び予想収穫量・収

穫量調査の郵送調査化等の変更を行った。平成１９年には、（１）かんしょ及び

甘味資源作物（てんさい及びさとうきび）に係る予想収穫量調査の廃止、（２）

耕地面積調査及び水稲に係る作付面積調査において、調査員による実測調査の導

入、（３）水稲以外の作物に係る作付面積調査については農業協同組合その他の

関係団体を対象に、水稲以外の作物に係る収穫量調査については関係団体及び標

本経営体を対象に往復郵送化をそれぞれ実施した。統計法の全部改正に伴い、平

成２１年４月から基幹統計調査に移行している。 

【調査の構成】 １－耕地面積調査 ２－作付面積調査 ３－作柄概況調査 ４－予想収

穫量調査 ５－収穫量調査 ６－被害応急調査 ７－共済減収調査 

【公 表】 インターネット及び印刷物（各公表の公表予定時期については、おおむね次

のとおり。１．耕地面積調査は、１０月下旬、２．作付面積調査は、作物ごとに

それぞれ６月中旬～翌年の２月上旬の間、３．作柄概況調査は、７月～９月の各

下旬、４．予想収穫量調査は、１０月下旬、５．収穫量調査は作物ごとにそれぞ

れ６月中旬～翌年５月下旬までの間、６．被害応急調査は、原則として四半期ご

と及び天災融資法発動の際、７．共済減収調査は、各作物ごとに調査実施後３か

月以内。） 

【備 考】 今回の変更は、調査票様式及び調査事項の一部変更。本調査は、調査事項や

作物の種類により、約３０種類の調査票により行われているが、ここでは、調査

内容の種別により、７種類に区分して記載している。 

※ 

【調査票名】 １－耕地面積調査 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）約４００００／約２００００００ （配
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布）（職員又は調査員による実測調査） （取集）（職員又は調査員による実

測調査） （記入）他計 （把握時）毎年７月１５日現在 （系統）地方農

政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－

地方農政局、地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：

農林水産省－地方農政局－地域センター、農林水産省－地方農政局、北海

道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター、農林水産省－北海道農

政事務所、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター、

地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局

－取りまとめ地域センター－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月上旬～７月下旬 

【調査事項】 １．耕地の田畑別面積、２．耕地の田畑別の拡張及びかい廃面積 

※ 

【調査票名】 ２－作付面積調査 

【調査対象】 （地域）全国（作物によっては一部の地域。また、作物によっては、３年

又は５年ごとに全国調査を行い、その中間年には主産県で調査を行う。） 

（単位）圃場、協同組合、事業所又は企業、世帯 （属性）１．圃場、２．

農業協同組合、荒茶工場、製糖会社、製糖工場、集出荷団体、集出荷業者、

その他の関係団体、３．耕地の所有者又は耕作者（農林業経営体を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出・有意抽出 （客体数）７，８２０／２６９２

０（水稲を除く） （配布）水稲（職員又は調査員による実測調査）、水稲

以外の作物（郵送） （取集）水稲（職員又は調査員による実測調査）、水

稲以外の作物（郵送） （記入）併用 （把握時）作物により、７月１５日、

９月１日又は収穫期 （系統）地方農政局が所在する府県であって地域セン

ターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、地方農政局が所

在する県であって地域センターが所在する県：農林水産省－地方農政局－地

域センター－報告者、農林水産省－地方農政局－報告者、北海道：農林水産

省－北海道農政事務所－地域センター－報告者、農林水産省－北海道農政事

務所－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産セン

ター－報告者、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産

省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者（水

稲については、調査員又は職員による実測調査） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）水稲については、７月上旬～７月下旬。それ

以外の作物については、把握時の前後の期間 

【調査事項】 作物の種類別作付面積 

※ 

【調査票名】 ３－作柄概況調査 
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【調査対象】 （地域）全国（７月１５日現在調査については、徳島県、高知県、宮崎県、

鹿児島県及び沖縄県） （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）約４００００／約２００００００ （配

布）（職員による実測調査） （取集）（職員による実測調査） （記入）他

計 （把握時）７月１５日、８月１５日及びもみ数確定期 （系統）地方農

政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－

地方農政局、地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：

農林水産省－地方農政局－地域センター、農林水産省－地方農政局、北海

道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター、農林水産省－北海道農

政事務所、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター、

地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局

－取りまとめ地域センター－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年３回 （実施期日）把握時の前後の期間 

【調査事項】 水稲の時期別の作柄概況 

※ 

【調査票名】 ４－予想収穫量調査 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）約４００００／約２００００００ （配

布）（職員による実測調査） （取集）（職員による実測調査） （記入）他

計 （把握時）毎年１０月１５日現在 （系統）地方農政局が所在する府県

であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局、地方農

政局が所在する県であって地域センターが所在する県：農林水産省－地方農

政局－地域センター、農林水産省－地方農政局、北海道：農林水産省－北海

道農政事務所－地域センター、農林水産省－北海道農政事務所、沖縄県：農

林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター、地方農政局が所在し

ない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域セ

ンター－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１０月中旬 

【調査事項】 水稲の予想収穫量 

※ 

【調査票名】 ５－収穫量調査 

【調査対象】 （地域）全国（作物によっては一部の地域。また、作物によっては、３年

又は５年ごとに全国調査を行い、その中間年には主産県で調査を行う。） 

（単位）圃場、協同組合、事業所又は企業、世帯 （属性）１．圃場、２．

農業協同組合、荒茶工場、製糖会社、製糖工場、集出荷団体、集出荷業者、

その他の関係団体、３．耕地の所有者又は耕作者（農林業経営体を含む。） 
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【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出・有意抽出 （客体数）約９５０００／約１０

０００００ （配布）水稲（職員による実測調査）、水稲以外の作物（郵送） 

（取集）水稲（職員による実測調査）、水稲以外の作物（郵送） （記入）

併用 （把握時）作物ごとの収穫期 （系統）地方農政局が所在する府県で

あって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、

地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：農林水産省－

地方農政局－地域センター－報告者、農林水産省－地方農政局－報告者、北

海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－報告者、農林水産省

－北海道農政事務所－報告者、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局

－農林水産センター－報告者、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除

く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－報告者（水稲については、職員による実測調査） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）把握時の前後の期間 

【調査事項】 作物の種類別収穫量（水稲にあってはその災害種類別の被害量、果樹及び

野菜にあっては出荷量を含む。花きにあっては出荷量に限る。） 

※ 

【調査票名】 ６－被害応急調査 

【調査対象】 （地域）作物について重大な被害が発生したと認められる地域 （単位）

圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （配布）（職員による実測調査） （取集）（職員によ

る実測調査） （記入）他計 （把握時）農作物に重大な被害が発生したと

き （系統）地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない

府県：農林水産省－地方農政局、地方農政局が所在する県であって地域セン

ターが所在する県：農林水産省－地方農政局－地域センター、農林水産省－

地方農政局、北海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域センター、農林

水産省－北海道農政事務所、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－

農林水産センター、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林

水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）農作物に重大な被害が発生したと認められる

場合、速やかに行う。 

【調査事項】 災害を受けた作物（作物について重大な災害等が発生したと認められる地

域内にある作物の栽培の用に供される土地のうちからセンターの長が選定

した土地において栽培される作物）の災害種類別作付面積及び被害量 

※ 

【調査票名】 ７－共済減収調査 

【調査対象】 （地域）農作物、畑作物及び果樹共済事業を実施する都道府県のうち、当
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該作物ごとに農林水産省統計部長が定める都道府県 （単位）圃場 （属性）

圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）（職員による実測調査） （取集）（職員に

よる実測調査） （記入）他計 （把握時）作物により、収穫期又は暴風雨

が発生したとき （系統）地方農政局が所在する府県であって地域センター

が所在しない府県：農林水産省－地方農政局、地方農政局が所在する県であ

って地域センターが所在する県：農林水産省－地方農政局－地域センター、

農林水産省－地方農政局、北海道：農林水産省－北海道農政事務所－地域セ

ンター、農林水産省－北海道農政事務所、沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター、地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を

除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センタ

ー） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）原則として収穫期に行う。ただし、りんご、

ぶどう、なし及びももについては、暴風雨が発生した場合、速やかに行う。 

【調査事項】 作物（農業災害補償法第８４条第１項第１号、第４号及び第６号に掲げる

作物の栽培の用に供される土地のうちから当該作物の種類ごとに抽出した

土地において栽培される当該作物）の種類別共済基準減収量及び当該基準減

収量に係る作付面積  
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【調査名】 海面漁業生産統計調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、海面漁業生産統計を作成し、海面漁業の生産に関する実態を明ら

かにし、水産行政の基礎資料を整備することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２６年４月に「海面漁業漁獲統計調査」として開始した。昭

和２７年に指定統計第５４号を作成するための調査となり、昭和４８年４月に名

称を「海面漁業生産統計調査」に変更した。昭和５５年に調査事項の追加を行う

とともに、集計事務の一部に電算処理を導入した。平成７年に地方農政局統計情

報部・同局統計情報事務所と本省間がオンライン化されたことに伴い、局・事務

所管内における集計結果を見る情報処理組織を使用して本省に送付することを

導入した。平成１８年に、調査の範囲を従来の漁業経営体から、原則、水揚機関

に変更することにより、調査客体数の大幅な縮減を図るとともに、調査事項等に

ついて大幅な見直しを行い、また、漁業センサスとの役割分担及び漁業に関する

統計の体系的整備を図った。なお、指定漁業を営む場合は、農林水産大臣の許可

を必要とするとともに、漁獲成績報告書の提出を義務付けられているため、本調

査においては、この報告書（行政記録情報）が活用されている。平成２４年に、

集計表を１つ（資源回復計画対象魚種漁獲量）削除した。 

【調査の構成】 １－稼動量調査票 ２－海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁業経

営体用、一括調査用） ３－海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関用・漁

業経営体用、一括調査用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年の４月及び調査実施年の翌年２月） 

【備 考】 今回の変更は、集計に当たり活用する行政記録情報の一部について、取りま

とめる者を変更。 

※ 

【調査票名】 １－稼動量調査票 

【調査対象】 （地域）海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第

８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）世帯、

事業所 （属性）海面漁業経営体 （抽出枠）稼働量調査客体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７６０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）毎年１月１日～１２月３１日 （系統）１．地方農政

局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地

方農政局－（調査員）－報告者、２．地方農政局が所在する県であって地域

センターが所在する県：（地域センター管轄地域）農林水産省－地方農政局

－地域センター－（調査員）－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水

産省－地方農政局－（調査員）－報告者、３．北海道：（地域センター管轄
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地域）農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－（調査員）－報告者、

（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所－（調査員）－

報告者、４．沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センタ

ー－（調査員）－報告者、５．地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除

く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月１日～３月３１日 

【調査事項】 １．海面漁業経営体の氏名又は名称、住所並びに使用した漁船名及びトン

数、２．漁業種類別の出漁日数、３．その他前１及び２に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ２－海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用、一括調査用） 

【調査対象】 （地域）海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第

８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）世帯、

事業所、組合 （属性）海面漁業経営体及び水揚機関 （抽出枠）前年の調

査結果から作成された海面漁業漁獲統計調査の水揚機関名簿及び水揚機関

で把握できない漁業経営体等名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，９３０ （配布）水揚機関用：調査員、漁

業経営体用：郵送、一括調査用：調査員 （取集）水揚機関用：調査員、漁

業経営体用：郵送、一括調査用：調査員 （記入）併用 （把握時）毎年１

月１日～１２月３１日（かつお、まぐろ類は、半年毎１月１日～６月３０日、

７月１日～１２月３１日） （系統）１．地方農政局が所在する府県であっ

て地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－（調査員）－

報告者、２．地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：

（地域センター管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター－（調査

員）－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－地方農政局－（調

査員）－報告者、３．北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海

道農政事務所－地域センター－（調査員）－報告者、（地域センター管轄地

域外）農林水産省－北海道農政事務所－（調査員）－報告者、４．沖縄県：

農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－（調査員）－報告

者、５．地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地

方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－（調査員）－報告

者 

【周期・期日】 （周期）年（かつお、まぐろ類は半年） （実施期日）毎年１月１日～

３月３１日（半年毎に行うものにあっては、毎年１月１日～３月３１日及

び７月１日～９月３０日） 

【調査事項】 １．水揚機関用・漁業経営体用（漁業種類別及び生産物種類別の生産量）、
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２．一括調査用（漁業種類・規模別の漁労体数、１漁労体当たり平均出漁日

数、１漁労体当たり平均漁獲量） 

※ 

【調査票名】 ３－海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関用・漁業経営体用、一括調査用） 

【調査対象】 （地域）海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第

８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）世帯、

事業所、組合 （属性）海面漁業経営体及び水揚機関 （抽出枠）前年の調

査結果から作成された海面養殖業収獲統計調査の水揚機関名簿及び水揚機

関で把握できない養殖業経営体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７７０ （配布）水揚機関用：調査員、漁

業経営体用：郵送、一括調査用：調査員 （取集）水揚機関用：調査員、漁

業経営体用：郵送、一括調査用：調査員 （記入）併用 （把握時）毎年１

月１日～１２月３１日（のり類及びかき類については、半年毎１月１日～６

月３０日、７月１日～１２月３１日） （系統）１．地方農政局が所在する

府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－

（調査員）－報告者、２．地方農政局が所在する県であって地域センターが

所在する県：（地域センター管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域セン

ター－（調査員）－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－地方

農政局－（調査員）－報告者、３．北海道：（地域センター管轄地域）農林

水産省－北海道農政事務所－地域センター－（調査員）－報告者、（地域セ

ンター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所－（調査員）－報告者、

４．沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－（調

査員）－報告者、５．地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農

林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－（調

査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（のり類及びかき類は半年） （実施期日）毎年１月１日～

３月３１日（半年毎に行うものにあっては、毎年１月１日～３月３１日及

び７月１日～９月３０日） 

【調査事項】 １．水揚機関用・漁業経営体用（水揚機関名・漁業経営体名、養殖魚種別

収獲量、年間種苗販売量、年間投餌量）、２．一括調査用（養殖魚種名、養

殖方法名、総施設面積、１施設当たり平均面積、１施設当たり平均収獲量） 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 民間企業の勤務条件制度等調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月２日 

【実施機関】 人事院職員福祉局職員福祉課 

【目 的】 本調査は、民間企業における労働条件、休業・休暇、福利厚生、退職管理及

び災害補償法定外給付等の諸制度を調査し、公務員の勤務条件検討のための基礎

資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４６年に開始され、以後毎年実施されている。旧統計法（昭

和２２年法律第１８号）下では「届出統計調査」として扱われてきたが、全部改

正された新統計法（平成１９年法律第５３号）により、一般統計調査として扱わ

れることになった。なお、人事院では、民間企業退職金実態調査を昭和３６年度

からおおむね５～６年ごとに民間企業の退職金に関する調査を実施してきたが、

平成１８年調査は「被用者年金制度の一元化等に関する基本方針」（平成１８年

４月２８日閣議決定）において、人事院が諸外国の公務員年金や、民間の企業年

金及び退職金について調査を実施することとされたことを受け、「民間企業退職

給付（企業年金・退職一時金等）調査」として実施したところであるが、当該調

査の平成２３年調査の実施に当たっては、報告者負担の軽減及び調査の効率的実

施の観点から、本調査において退職給付制度等に関する事項として実施した。 

【調査の構成】 １－民間企業の勤務条件制度等調査 調査票 

【公 表】 プレス、インターネット及び印刷物（調査実施年の翌年９月末予定） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－民間企業の勤務条件制度等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類

のうち、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電

気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，

小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・

技術サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医

療，福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属し、常勤の従業者

数５０人以上の民営企業 （抽出枠）職種別民間給与実態調査対象企業名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，４１３／３７，０４９ （配布）郵

送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）毎年１０月１日

現在 （系統）人事院－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～同年１１月２０日（平成２

４年調査は、平成２４年１０月１１日～同年１１月３０日とする） 

【調査事項】 １．基本属性（１）企業全体の常勤従業者数、（２）主な事業内容、ア．
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労働基準法第３６条に基づく協定によって延長できる労働時間、イ．社宅の

状況等（１）社宅の保有の有無、転勤の有無等、（２）社宅の保有割合、世

帯用社宅の使用料及び世帯用社宅の入居要件等、ウ．夏季休暇制度、エ．正

社員以外の有期雇用従業員の年次有給休暇制度、オ．業務災害及び通勤災害

に対する法定外給付制度、カ．従業員の退職管理等の状況（１）定年制の状

況、（２）定年制の今後の変更予定、（３）継続雇用制度の状況、（４）退職

給付制度の状況  
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【調査名】 ユニットロード貨物流動調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月９日 

【実施機関】 国土交通省港湾局計画課企画室 

【目 的】 本調査は、内貿ユニットロード貨物（コンテナ船・ＲＯＲＯ船・自動車航送

船により運搬されるもの）の流動実態を把握するとともに、対岸諸国（中国・韓

国・ロシア等）との海上運送量が増大していることを鑑み、外貿ユニットロード

貨物（ＲＯＲＯ船、自動車航送船により運搬されるもの）の流動実態を把握する

ことにより、複合一貫輸送に対応した効率的な物流体系を構築するための基礎資

料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１２年度に１回限りで実施し、平成１９年度以降は、５年周

期で実施。平成２４年度より、外貿ユニットロード貨物流動調査票が新たに追加

され、調査の名称を「内貿ユニットロード貨物流動調査」から「ユニットロード

貨物流動調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－内貿ユニットロード貨物流動調査（コンテナ船・ＲＯＲＯ船貨物流

動調査） ２－内貿ユニットロード貨物流動調査（自動車航送船利用動向

調査） ３－外貿ユニットロード貨物流動調査（ＲＯＲＯ船・自動車航送

船貨物流通調査） 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、調査対象航路、調査事項及び基準となる期日の変更。 

※ 

【調査票名】 １－内貿ユニットロード貨物流動調査（コンテナ船・ＲＯＲＯ船貨物流動

調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）コンテナ船・ＲＯＲＯ船により運

航され、不特定荷主を集荷対象とする内貿定期航路を運航する船舶運航事業

者 （抽出枠）港湾管理者が行った港湾施設の使用の許可に係る情報等を基

に作成した船舶運行事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０ （配布）郵送・オンライン・ファクシミ

リ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）

平成２４年１１月１日～１１月３０日までの１カ月間のうち、平均的な輸送

量の４航海 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月１日～１２月１４日 

【調査事項】 １．船名、発着港名、出入航月日、２．輸送機器（輸送機器の種類、実空

別、搬入時刻）、３．トラック、トレーラー等（種類、台数）、４．コンテナ

（種類、規格、個数、バンニング場所）、５．貨物（発地／着地、仕出／仕

向施設、工場の種別、荷送人／荷受人業種、輸送機関、発港入荷施設／着港

出荷施設、品目、重量） 
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※ 

【調査票名】 ２－内貿ユニットロード貨物流動調査（自動車航送船利用動向調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）不特定荷主を集荷対象とする内貿

定期航路を運航する自動車航送船に乗船した車両（トラック、トレーラー等

の貨物を運搬するものに限る。）の運転手 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，０００ （配布）郵送・オンライン・ファ

クシミリ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把

握時）平成２４年１１月１日～１１月３０日までの１カ月間のうち、平均的

な輸送量の２日間 （系統）国土交通省－民間事業者－船舶運航事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月１日～１２月１４日 

【調査事項】 １．フェリー（自動車航送船）航路の概要、２．車両（大きさ、車種、コ

ンテナの大きさ、空／実入り、無人航送の有無）、３．出発地／目的地（施

設の種類 等）、４．積載品目 

※ 

【調査票名】 ３－外貿ユニットロード貨物流動調査（ＲＯＲＯ船・自動車航送船貨物流

通調査） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）ＲＯＲＯ船・自動車航送船により

運航され、不特定荷主を集荷対象とする外貿定期航路を運航する船舶運航事

業者 （抽出枠）港湾管理者が行った港湾施設の使用の許可に係る情報等を

基に作成した船舶運行事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４ （配布）郵送・オンライン・ファクシミ

リ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）

平成２４年１１月１日～１１月３０日までの１カ月間のうち、平均的な輸送

量の４航海 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月１日～１２月１４日 

【調査事項】 １．船名、発港／着港名、出入港月日、２．輸送機器（輸送機器の種類、

実空別、搬出入時刻）、３．トラック、トレーラー等（種類、台数）、４．コ

ンテナ（種類、規格、個数、バンニング・デバンニング場所）、５．貨物（発

地／着地、仕出／仕向施設、工場の種別、荷送人／荷受人業種、輸送機関、

発港入荷施設／着港出荷施設、品目、重量）  
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【調査名】 消費生活協同組合（連合会）実態調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月１０日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局地域福祉課消費生活協同組合業務室 

【目 的】 本調査は、消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会に関する事業の状

況、財務の状況等の基本的事項を明らかにし、消費生活協同組合制度に関する施

策形成のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－消費生活協同組合（連合会）実態調査票 組合票 ２－消費生活協

同組合（連合会）実態調査票 連合会票 ３－消費生活協同組合（連合会）

実態調査票 都道府県票 

【公 表】 インターネット（調査実施翌年の５月中旬） 

【備 考】 今回の変更は、生協の財務の状況に関し、これまで調査客体（生協）に対し

調査票への記載を求めていたものを所管行政方の行政記録情報から把握するよ

うに変更するもの。 

※ 

【調査票名】 １－消費生活協同組合（連合会）実態調査票 組合票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）協同組合 （属性）消費生活協同組合 （抽出枠）

厚生労働省、地方厚生局及び都道府県が各々整備している所管組合の名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年４月１日の属する事業年

度 （系統）配布：厚生労働省－（都道府県）－報告者、回収：報告者－民

間事業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月末日 

【調査事項】 組合の事業状況等調査票記載の事項 

※ 

【調査票名】 ２－消費生活協同組合（連合会）実態調査票 連合会票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）連合会 （属性）消費生活協同組合連合会 （抽

出枠）厚生労働省、地方厚生局及び都道府県が各々整備している所管組合の

名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年４月１日の属する事業年度 

（系統）配布：厚生労働省－（都道府県）－報告者、回収：報告者－民間事

業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月末日 

【調査事項】 連合会の事業状況等調査票記載の事項 

※ 

【調査票名】 ３－消費生活協同組合（連合会）実態調査票 都道府県票 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）都道府県 （属性）都道府県 （抽出枠）厚生労

働省、地方厚生局及び都道府県が各々整備している所管組合の名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年４月１日の属する事業年度 

（系統）配布：厚生労働省－都道府県、回収：都道府県－民間事業者－厚生

労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月末日 

【調査事項】 財務状況等調査票記載の事項  
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【調査名】 能力開発基本調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月１１日 

【実施機関】 厚生労働省職業能力開発局総務課基盤整備室 

【目 的】 本調査は、我が国の企業、事業所及び労働者の能力開発の実態を正社員・正

社員以外別に明らかにし、職業能力開発行政に資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１３年から１７年まで厚生労働省から業務を委託された民間

事業者が行っていた調査を前身としているが、前身の調査の回収率が低い（おお

むね２０％程度）ことから、能力開発行政のための基礎資料として精度の高い結

果を得るため、国が直接実施する統計調査であることを明示し、回収率の向上に

努めることとし、また、「職業能力開発促進法及び中小企業における労働力の確

保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律の

一部を改正する法律案に対する附帯決議」（平成１８年５月参議院厚生労働委員

会及び平成１８年６月衆議院厚生労働委員会）において、職場における非正規労

働者に対する能力開発の実態を把握することとされたことを踏まえ、平成１８年

から厚生労働省が毎年実施しているものである。 

【調査の構成】 １－能力開発基本調査（企業票） ２－能力開発基本調査（事業所票） 

３－能力開発基本調査（個人票） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年翌年の３月） 

【備 考】 今回の変更は、母集団の変更及びそれに伴う調査対象数の変更、並びに調査

の実施期間の変更、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－能力開発基本調査（企業票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大

分類に属し、常用労働者を３０人以上雇用している民営企業。「建設業」、「製

造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、

「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研

究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービ

ス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、

「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他

に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽出枠）事業所母集団デー

タベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，２００／１４７，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月１

日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調査実施

前年度を含む過去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度の見込

み） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１２月７日（平成２４年度

調査に限り、１０月２２日～１２月１４日） 

【調査事項】 １．企業の概要について（企業全体の常用労働者数）、２．ＯＦＦ－ＪＴ

及び自己啓発支援に支出した費用について、３．能力開発の方向付けについ

て、４．能力開発の実績・見込みについて、５．事業内職業能力開発計画及

び職業能力開発推進者について（１）事業内職業能力開発計画の作成状況、

（２）職業能力開発推進者の選任状況 

※ 

【調査票名】 ２－能力開発基本調査（事業所票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の

大分類に属し、常用労働者を３０人以上雇用している民営事業所。「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便

業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除

く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービ

ス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽出枠）事業所母

集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００／２３５，０００ （配布）

郵送 （取集）調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月

１日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調査実

施前年度を含む過去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度の見

込み） （系統）調査票の配布：厚生労働省－民間事業者－報告者、調査票

の回収：報告者－調査員－民間事業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１２月７日（平成２４年度

調査に限り、１０月２２日～１２月１４日） 

【調査事項】 １．事業所の概要について（１）企業全体の常用労働者数、（２）事業所

の常用労働者数、（３）事業所の離職者数、（４）雇用管理制度の導入状況、

（５）事業内職業能力開発計画の作成の有無、（６）職業能力開発推進者の

選任の有無、２．教育訓練の実施に関する事項について（１）ＯＦＦ－ＪＴ

の実施状況、（２）実施したＯＦＦ－ＪＴの教育訓練機関の種類、（３）受講

したＯＦＦ－ＪＴの内容、（４）計画的なＯＪＴの実施状況、３．人材育成

について（１）人材育成に関する問題点、（２）ジョブ・カードの認知状況

及び活用状況、（３）キャリア形成促進助成金制度の認知状況及び活用状況、

４．労働者のキャリア形成支援について（１）労働者に求める能力の周知状

況、（２）教育訓練や自己啓発に関する労働者の希望の把握状況、（３）教育
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訓練休暇制度の導入状況、（４）キャリア・コンサルティング制度の導入状

況、（５）労働者に対する自己啓発への支援の内容、（６）労働者に対する職

業生活設計を考える場の提供方法、５．労働者の職業能力評価について（１）

職業能力評価の実施状況、（２）職業能力評価における資格の利用状況、（３）

資格を受験する労働者に対する費用補助の状況、（４）職業能力評価の活用

状況、（５）職業能力評価の取組における問題点、（６）職業能力評価基準の

メリットについて、６．厚生労働省が実施する技能検定制度について（１）

技能検定の認知状況、（２）技能検定の利点について、（３）技能検定の問題

点について、７．技能の継承について（１）技能継承の問題の有無、（２）

技能継承の取組状況 

※ 

【調査票名】 ３－能力開発基本調査（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大

分類に属し、常用労働者を３０人以上雇用している民営事業所に雇用されて

いる常用労働者。「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情

報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不

動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食

サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業

のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複

合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 

（抽出枠）事業所票の調査対象事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２９，４００／２１，０８５，０００ （配

布）調査員 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１

０月１日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調

査実施前年度を含む過去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度

の見込み） （系統）調査票の配布：厚生労働省－民間事業者－調査員－調

査対象事業所－報告者、調査票の回収：報告者－民間事業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月９日～１２月１４日（平成２４年

度調査に限り、１０月２５日～１２月２１日） 

【調査事項】 １．労働者の属性について（１）性別、（２）年齢、（３）就業状態、（４）

最終学歴、（５）雇用形態、（６）勤続年数、（７）業務、（８）役職、（９）

１週間の就業時間、２．会社を通して受講した教育訓練について（１）求め

られている能力の周知状況、（２）ＯＦＦ－ＪＴの受講状況、（３）受講した

ＯＦＦ－ＪＴの延べ受講時間、（４）受講したＯＦＦ－ＪＴの役立ち度、（５）

部下、同僚、仕事仲間に対しての指導状況及び上司、同僚、仕事仲間からの

指導状況、（６）上司、同僚、仕事仲間からの指導等の役立ち度、３．自己
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啓発について（１）自己啓発の実施状況、（２）自己啓発の実施内容、（３）

自己啓発の実施時間、（４）自己啓発の自己負担費用、（５）自己啓発の費用

補助の状況、（６）自己啓発の費用補助額、（７）自己啓発を行った理由、（８）

自己啓発の業務における役立ち度、（９）社外で実施する自己啓発に対する

職場の協力状況、（１０）自己啓発の問題点、４．これからの職業生活設計

について（１）職業生活設計に対する考え方、（２）キャリア・コンサルテ

ィングの利用状況、（３）教育訓練休暇制度の有無、（４）教育訓練休暇制度

の利用状況及び今後の利用予定、（５）キャリア形成に向けた取組に対する

考え方  

- 26 -



【調査名】 青少年のインターネット利用環境実態調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月２２日 

【実施機関】 内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付参事官（青少年環境整備担当） 

【目 的】 本調査は、平成２１年４月１日から施行された「青少年が安全に安心してイ

ンターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」（いわゆる「青少年イン

ターネット環境整備法」）においては、１８歳未満の青少年がインターネットへ

の接続に用いる携帯電話やパーソナルコンピュータ等について、民間事業者にフ

ィルタリングの提供などが義務付けられるとともに、保護者に対しては、その保

護する青少年に適切にインターネットを利用させる責務などが課されることと

なっていることから、青少年及びその保護者を対象として、情報モラル教育の認

知度、フィルタリングの利用度及び改善ニーズ等を調査することで、青少年イン

ターネット環境整備法の実施状況を検証するとともに、技術革新等の影響による

著しい変化に対応する必要がある青少年のインターネット利用環境整備のため、

施策をより効果的に推進するための基礎データを得ることを目的として実施す

る。 

【調査の構成】 １－青少年のインターネット利用環境実態調査【青少年調査票】 ２－

青少年のインターネット利用環境実態調査【保護者調査票】 

【公 表】  

※ 

【調査票名】 １－青少年のインターネット利用環境実態調査【青少年調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）満１０歳～１７歳の青少年 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／９，６００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査の実施期間に

おいて報告者が報告を求められた時点現在 （系統）内閣府－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）９月（平成２４年度調査においては、

業務上の理由により１１月に実施） 

【調査事項】 １．携帯電話の利用状況、２．パソコンの利用状況、３．インターネット

の利用状況 

※ 

【調査票名】 ２－青少年のインターネット利用環境実態調査【保護者調査票】 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）満１０歳～１７歳の青少年の保護

者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査の実施期間に
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おいて報告者が報告を求められた時点現在 （系統）内閣府－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）９月（平成２４年度調査においては、

業務上の理由により１１月に実施） 

【調査事項】 １．子どもの携帯電話の利用状況、２．子どものパソコンの利用状況、３．

相談の経験、４．インターネットに関する啓発や学習の経験  
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【調査名】 労働安全衛生特別調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月２３日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部・賃金福祉統計課賃金福祉統計室 

【目 的】 本調査は、労働安全衛生法第６条に基づき、労働災害防止計画の重点施策を

策定するための基礎資料及び労働安全衛生行政運営の推進に資することを目的

とする。 

【沿 革】 厚生労働省は、従前、労働安全衛生に関する取組状況を把握するために五つ

の調査（「労働環境調査」、「労働者健康状況調査」、「技術革新と労働に関する実

態調査」「建設業労働災害防止対策等総合実態調査」及び「労働安全衛生基本調

査」）を、５年周期のローテーションにより順次実施しており、これらは、旧統

計報告調整法上、別々の承認統計調査として承認を受けていた。しかし、厚生労

働省は、今後、これらの調査について体系的に整理することと、平成２３年に、

「労働安全衛生特別調査」という一般統計調査を、これらを包括する調査名とし

て新たに設けた。また、「技術革新と労働に関する実態調査」については、平成

２０年度調査をもって廃止し、代わりに、「労働安全衛生特別調査」の下で今回

新たに「労働災害防止対策等重点調査票」を設けた。平成２４年には、労働安全

衛生特別調査の下に、労働者健康状況調査を設けた。 

【調査の構成】 １－労働安全衛生特別調査（労働者健康状況調査）（事業所票） ２－労

働安全衛生特別調査（労働者健康状況調査）（個人票） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概況：平成２５年９月、調査結果報告書：平成

２６年３月） 

※ 

【調査票名】 １－労働安全衛生特別調査（労働者健康状況調査）（事業所票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる「農

業，林業」（林業に限る。）、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造

業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸

売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，

専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サー

ビス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働者１０人以上を雇用す

る民営事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス基礎調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１４，０００／９９０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）原則、平成２４年１０月３

１日現在（一部の事項：過去１か月間（平成２４年１０月１日～３１日）、

過去６か月間（平成２４年５月１日～１０月３１日）、過去１年間（平成２

３年１１月１日～２４年１０月３１日）） （系統）厚生労働省－報告者 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１２月７日～２７日 

【調査事項】 １．企業及び事業所に関する事項（１）企業全体の常用労働者数、（２）

事業所に従事する者の就業形態、（３）事業所の常用労働者数、（４）派遣労

働者数、２．健康管理対策の実施状況（１）長時間労働者に対する取組に関

する事項 ア．時間外・休日労働が１か月当たり、１００時間を超える労働

者数、８０時間を超え１００時間以下の労働者数及び４５時間を超え８０時

間以下の労働者数、イ．長時間労働者に対する医師による面接指導制度の認

知の有無、ウ．健康への配慮が必要な者に対しての医師による面接指導の実

施の有無、エ．健康への配慮が必要な者に対しての医師による面接指導の実

施状況、オ．健康への配慮が必要な者に対する面接指導の結果を踏まえての

事後措置の有無及び措置内容、カ．健康への配慮が必要な者に対しての医師

による面接指導を実施しなかった理由、キ．時間外・休日労働が１か月当た

り１００時間以下の者に対しての医師による面接指導等の実施の有無、ク．

時間外・休日労働が１か月当たり１００時間以下の者に対しての医師による

面接指導等の実施状況、（２）メンタルヘルスケアに関する事項 ア．メン

タルヘルス不調により連続１か月以上休業した労働者数及び退職した労働

者数、イ．メンタルヘルス不調により連続１か月以上休業した労働者のうち

職場復帰した労働者の割合、ウ．メンタルヘルス不調により休業した労働者

の職場復帰に関する職場のルールの有無、エ．メンタルヘルスケアの取組の

有無及び取組内容、オ．メンタルヘルスケアの実施に当たっての配慮の有無

及び配慮している事項、カ．メンタルヘルスケアの実施のための専門スタッ

フの配置の有無、キ．メンタルヘルスケアの実施による効果の有無、ク．ス

トレスに関する症状・不調の確認の実施機会、ケ．ストレスに関する症状・

不調の確認を実施した労働者に対する面接指導の実施割合、コ．ストレスに

関する症状・不調の確認を実施した労働者に対する面接指導の実施機関、サ．

ストレスに関する症状・不調の確認を実施した労働者に対する面接指導の実

施結果に基づく事後措置の実施の有無・内容、シ．メンタルヘルスケアに取

り組んでいない理由、ス．メンタルヘルスケアの今後の取組の有無、（３）

定期健康診断の実施に関する事項 ア．就業形態別の労働者の有無及び定期

健康診断実施の有無、イ．定期健康診断の受診者数及び有所見者数、ウ．定

期健康診断の実施機関、エ．定期健康診断の実施方法、オ．定期健康診断の

費用の負担者、カ．産業医等のスタッフの選任の有無、関与の有無及び関与

の内容、キ．定期健康診断の実施結果に基づく所見の有無・事後措置の内容、

ク．定期健康診断を実施しなかった理由、（４）がん検診、総合的健康診断

（人間ドック）の実施状況 ア．がん検診の実施の有無、イ．がん検診の内

容、年齢制限の有無・その年齢、ウ．がん検診の費用負担者、エ．人間ドッ
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クの実施の有無、年齢制限の有無・その年齢、オ．がん検診、人間ドックの

診断結果の把握の有無、カ．がん検診、人間ドックの受診者数及び有所見者

数、（５）受動喫煙防止対策に関する事項 ア．受動喫煙防止対策への取組

の有無及び取組の状況、イ．受動喫煙防止対策への取組予定の有無及び取組

予定の内容、ウ．受動喫煙対策を取り組む上での問題の有無及び問題の内容、

（６）腰痛対策に関する事項 ア．腰痛対策の取組の実施の有無・内容、（７）

熱中症対策に関する事項 ア．暑さ指数の活用の有無、イ．熱中症対策の取

組の実施の有無・内容、（８）労働者の健康管理対策に関する事項 ア．健

康管理対策として重要な課題 

※ 

【調査票名】 ２－労働安全衛生特別調査（労働者健康状況調査）（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類に掲げる「農業，

林業」（林業に限る。）、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、

「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売

業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専

門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サー

ビス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働者１０人以上を雇用す

る民営事業所で雇用されている常用労働者及び受け入れた派遣労働者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１９，０００／３７，５００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）原則、平成２４年１０

月３１日現在（一部の事項：過去１か月間（平成２４年１０月１日～３１日）、

過去６か月間（平成２４年５月１日～１０月３１日）、過去１年間（平成２

３年１１月１日～２４年１０月３１日）） （系統）厚生労働省－調査対象

事業所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１２月７日～２７日 

【調査事項】 １．労働者の属性等（性、年齢、就業形態、職種）、２．勤務の状況に関

する事項（１）勤務形態、深夜業の従事の有無、平均実労働時間、平均時間

外・休日労働時間、所定休日、通勤時間、睡眠時間、（２）強い不安、悩み、

ストレスになっていると感じる事柄を相談できる者の有無、相談の有無、相

談後の不安等の解消の有無、強い不安、悩み、ストレスになっていると感じ

る事柄の有無・内容、心配ごと、悩みごとの有無、３．定期健康診断に関す

る事項（１）定期健康診断の受診状況、結果の通知の有無及び異常所見の有

無、（２）定期健康診断を受けなかった理由、（３）有所見項目に対する再検

査、治療の有無、４．長時間労働者の面接指導等の実施状況（１）長時間労

働者に対する医師による面接指導制度の認知の有無、（２）医師による面接
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指導の受診の有無・内容、（３）医師による面接指導制度の実施内容、（４）

医師による面接指導の後、改善措置の有無・内容、５．喫煙に関する事項（１）

職場での喫煙習慣の有無、（２）職場での受動喫煙の有無、（３）職場での受

動喫煙による体調不良の有無、（４）喫煙対策として望む事項  
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【調査名】 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月２６日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

【目 的】 本調査は、障害福祉サービス等報酬改定においては、福祉・介護職員の処遇

改善の確保のために、障害者自立支援対策臨時特例交付金による基金事業として

行われてきた福祉・介護職員の処遇改善に向けた取組について、介護報酬改定と

同様に処遇改善加算を創設し、また、介護保険サービスと比べた障害福祉サービ

スの特性を踏まえ、福祉・介護職員の処遇改善をより一層推し進めるために、処

遇改善加算の要件を緩和した処遇改善特別加算を併せて創設し、報酬の中に組み

込んだところである。平成２４年度の調査は、処遇改善加算等を含む報酬改定が

従事者の処遇改善に反映されているかを把握するものであり、次期報酬改定の為

の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、当初は平成２１年度及び２２年度のみ実施するとしていた。その

後、平成２４年度より、３年周期に変更された。 

【調査の構成】 １－障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概況：平成２５年２月、報告書：平成２５年３

月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位） （属性）以下の施設・事業書を運営する法人 １．

障害者支援施設・障害福祉サービス（１）介護給付（居宅介護、重度訪問介

護、行動援護、同行援護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包

括支援、共同生活介護、施設入所支援）、（２）訓練等給付（自律訓練、就労

移行支援、就労継続支援、共同生活援助、（３）相談支援給付（計画相談支

援、地域相談支援、障害児相談支援）、２．障害児入所施設・障害児通所サ

ービス（福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設、児童発達支援、医

療型児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援） （抽出枠）

平成２４年４月１日現在の障害福祉サービス事業所等を都道府県に照会し

作成した名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，５７７／１０２，８０５ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）福祉・介護人

材の処遇改善事業助成金／処遇改善の状況：平成２１年度～平成２４年９月、

職員個人の処遇状況：平成２３年９月及び平成２４年９月、障害福祉サービ

ス等の提供状況：平成２３年９月及び平成２４年９月、従事者の状況：平成

２３年９月末日及び平成２４年９月末日現在、収支の状況：平成２４年９月
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及び平成２３年９月並びに平成２３年度決算 （系統）厚生労働省－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２４年１１月上旬～中旬 

【調査事項】 １．福祉・介護人材の処遇改善事業助成金／処遇改善の状況、２．平成２

４年４月の報酬改定を受けた対応状況、３．職員個人の処遇状況、４．障害

福祉サービス等の提供状況、５．従事者の状況、６．事業活動収支  
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【調査名】 全国イノベーション調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年１０月３１日 

【実施機関】 文部科学省科学技術政策研究所 

【目 的】 本調査は、文部科学省が推進する科学技術イノベーション政策における「政

策のための科学」（Ｓｃｉｅｎｃｅ ｏｆ Ｓｃｉｅｎｃｅ，Ｔｅｃｈｎｏｌｏ

ｇｙ ａｎｄ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｐｏｌｉｃｙ、以下ＳｃｉＳＩＰ）事業

や、経済協力開発機構（Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ 

Ｃｏ－ｏｐｅｒａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ、以下ＯＥＣＤ）

を中心としたイノベーション政策に対する国際的な協調のもとで、民間企業のイ

ノベーション活動の実態や動向を調査し、科学技術・イノベーション政策の立

案・政策に必要な基礎資料を得ることを目的に実施する。 

【沿 革】 第１回調査は平成１４年度、第２回調査は平成２１年度、第３回調査は平成

２４年に実施。 

【調査の構成】 １－全国イノベーション調査 調査票 

【公 表】  

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲（「郵便業」等）の追加、報告者数の増加、調

査事項の変更、調査実施期間の後ろ倒し。調査の周期については、従前、不定期

とされてきたが、今回、調査計画の再検討のため、１回限りとされている。 

※ 

【調査票名】 １－全国イノベーション調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）従業者（常用雇用者）１０人以上

の農林水産業・鉱業・製造業・サービス業（教育など一部業種を除く）の民

間企業 （抽出枠）平成２１年経済センサスー基礎調査（総務省）にもとづ

く事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２２，０００／４１０，０００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

２００９年度から２０１１年度の３年間（一部の項目については、２０１１

年度１年間の実績） （系統）文部科学省科学技術政策研究所－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２５年１月１５日～２月８日 

【調査事項】 １．企業名、２．郵便番号・住所、３．産業分類、４．企業グループ所属

の有無と企業グループ全体を統括する企業の所在国、５．売上高、６．製品・

サービスの販売・提供国・地域、７．平均従業者数、８．従業者に占める大

卒以上の割合、９．新しいまたは大幅に改善した製品・サービスの導入の有

無、１０．新しいまたは大幅に改善した製品・サービスの開発者、１１．市

場にとって新しい／貴社にとってのみ新しいプロダクト・イノベーションの
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有無、１２．市場にとって新しい／貴社にとってのみ新しい／既存の製品・

サービスの売上高が全体に占める割合、１３．新しいまたは大幅に改善した

生産工程・配送方法・それらを支援する活動の導入の有無、１４．新しいま

たは大幅に改善した生産工程・配送方法・それらを支援する活動の開発者、

１５．市場にとって新しいプロセス・イノベーションの有無、１６．プロダ

クト／プロセス・イノベーションのためのイノベーション活動で中止・中断

したもの、継続中のものの有無、１７．研究開発の実施の有無と総費用、１

８．プロダクト／プロセス・イノベーションのための機械・設備・ソフトウ

ェアの取得、１９．プロダクト／プロセス・イノベーションのための社外か

らの知識の取得、２０．プロダクト／プロセス・イノベーションのための教

育訓練、２１・プロダクト・イノベーションのためのマーケティング活動、

２２．プロダクト・イノベーションのためのデザイン、２３．プロダクト／

プロセス・イノベーションのためのその他の活動、２４．プロダクト／プロ

セス・イノベーションのための公的な支援の有無、２５．プロダクト／プロ

セス・イノベーションのための情報源の重要度、２６．プロダクト／プロセ

ス・イノベーションのための他社や他機関との協力の有無、２７．プロダク

ト／プロセス・イノベーションのための協力相手国・地域、２８．プロダク

ト／プロセス・イノベーションの目的の重要度、２９．プロダクト／プロセ

ス・イノベーションの阻害要因の重大さ、３０．新しい業務慣行・職場組織

の編成・社外との関係に関する方法の導入の有無、３１．組織イノベーショ

ンの目的の重要度、３２．製品・サービスの外見上のデザインの大幅な変更、

新しい販売促進方法・販売経路・価格設定方法の導入の有無、３２．マーケ

ティング・イノベーションの目的の重要度 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 山梨県観光入込客統計調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月５日 

【実施機関】 山梨県観光部観光企画・ブランド推進課 

【目 的】 本調査は、観光客の旅行ニーズや行動パターンが多様化する中で、山梨県観

光客の実態をより的確に把握することにより、今後の観光施策や観光関係者の事

業展開の基礎資料に供することを目的とする。 

【調査の構成】 １－山梨県観光入込客数統計調査票 ２－観光地点等パラメータ調査・

アンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－山梨県観光入込客数統計調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位） （属性）前年の観光入込客数が年間５千

人以上、又は特定月で３千人以上の観光地点及び行祭事・イベント （抽出

枠）前年の山梨県観光入込客統計調査結果から作成した観光地点名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４５０ （配布）その他（ＦＡＸ等） （取集）

その他（ＦＡＸ等） （記入）自計 （把握時）四半期の実績 （系統）山

梨県－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）四半期翌々月の下旬 

【調査事項】 １．観光地点及び行祭事・イベント別の月別観光入込客数 

※ 

【調査票名】 ２－観光地点等パラメータ調査・アンケート調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）個人 （属性）山梨県内１０か所の観光地

点を訪れた観光客 （抽出枠）山梨県内の観光施設（１０箇所）における観

光入込客 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，３００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）四半期ごとの休日１日 （系統）山梨県

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）２月、５月、８月、１１月の中旬に実施 

【調査事項】 １．居住地、２．性別、３．年齢、４．滞在状況（日帰り・宿泊）、５．

宿泊施設、６．旅行目的、７．同行者数、８．訪問回数、９．県外客の山梨

への訪問頻度、１０．同行者の本県への訪問回数、１１．旅行計画参考資料、

１２．利用交通機関、１３．旅行費用（観光消費額）  
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【調査名】 民間賃貸住宅空家実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月５日 

【実施機関】 福岡市住宅都市局住宅部住宅計画課 

【目 的】 本調査は、民間賃貸住宅空家の実態調査を行うことにより、その有効活用に

ついて検討するための基礎資料を得るもの 

【調査の構成】 １－民間賃貸住宅空家実態調査 

※ 

【調査票名】 １－民間賃貸住宅空家実態調査 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）その他（家） （属性）家賃１０万円以下、

床面積２５平方メートル以上の賃貸住宅の空家 （抽出枠）福岡県宅地建物

取引業協会のサイトに登録された福岡市内の賃貸住宅の空家物件 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／６，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年８月２２日現在 （系

統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月２２日～１０月３１

日 

【調査事項】 １．空家の状況等、２．空家の活用策等 
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【調査名】 岡山市における交通実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月９日 

【実施機関】 岡山市都市整備局街路交通課 

【目 的】 本調査は、交通機関分担、生成トリップ数、交通流動等の岡山市における交

通の現状を把握することを目的に、交通実態調査を実施し、取りまとめを行うも

の。 

【調査の構成】 １－Ａ 住民アンケート調査 調査票 ２－Ｂ 選好意識調査 調査票 

３－Ｃ ターミナル調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－Ａ 住民アンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）岡山市全域 （単位）世帯 （属性）５歳以上の者 （抽出枠）

住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２７，８００／６３，４００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１１月７日（水）、

１１日（日）あるいは１４日（水）、１８日（日） （系統）岡山市（岡山・

倉敷・総社都市交通連絡協会） 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１１月３０日（金） 

【調査事項】 １．個人属性、２．移動目的、３．移動交通手段、４．発着地、５．発着

時刻等 

※ 

【調査票名】 ２－Ｂ 選好意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）岡山市全域 （単位）世帯 （属性） （抽出枠）住民アンケー

ト調査対象者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７００／３，５００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１１月７日（水）、１１日

（日）あるいは１４日（水）、１８日（日） （系統）岡山市（岡山・倉敷・

総社都市交通連絡協会） 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１１月３０日（金） 

【調査事項】 １．個人属性、２．所要時間と費用に基づいた好ましい交通手段 

※ 

【調査票名】 ３－Ｃ ターミナル調査 調査票 

【調査対象】 （地域） （単位）個人 （属性）ＪＲ岡山駅・ＪＲ岡山駅前広場バス乗

場・岡山空港利用者 （抽出枠）ターミナル利用者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１１月７日（水）、

１１日（日）のいずれか配布日 （系統）岡山市（岡山・倉敷・総社都市交
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通連絡協会） 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１１月３０日（金） 

【調査事項】 １．個人属性、２．移動目的、３．移動交通手段、４．発着地  
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【調査名】 滋賀の物流に関するアンケート調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１０日 

【実施機関】 滋賀県総合政策部企画調整課 

【目 的】 本調査は、滋賀における物流の現状や課題、ニーズ等を把握し、施策検討の

基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－滋賀の物流に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－滋賀の物流に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）事業所 （属性）製造業、運輸業（陸運業

者に限る）、卸売業であって、従業員数が３０人以上の事業所 （抽出枠）

名簿提供者作成による事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２４年１０月 （系統）滋賀県－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月２２日～１１月７日 

【調査事項】 １．出荷貨物に関すること、２．物流効率化に対する取組に関すること 
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【調査名】 北海道観光入込客数調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１２日 

【実施機関】 北海道経済部観光局連携推進グループ 

【目 的】 本調査は、観光施策を効果的に進めるための重要な基盤とも言うべき観光入

込客数や観光消費額等の基礎データを正確に把握し、関係者とともに広く活用を

図っていくことを目的として実施する。 

【調査の構成】 １－【Ａ調査票】観光地点等入込客数調査 ２－【Ｂ調査票】観光地点

パラメータ調査 

※ 

【調査票名】 １－【Ａ調査票】観光地点等入込客数調査 

【調査対象】 （地域）北海道全域 （単位） （属性）前年の観光入込客数が年間１万

人以上の観光地点の管理者、行祭事・イベントの実施者等 （抽出枠）観光

地点及び行祭事・イベント名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１５９ （配布）郵送・その他（電話） （取

集）郵送・その他（電話） （記入）自計 （把握時）四半期ごとの実績 （系

統）北海道－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）四半期の翌月 

【調査事項】 １．観光地点及び行祭事・イベント別の月別観光入込客数 

※ 

【調査票名】 ２－【Ｂ調査票】観光地点パラメータ調査 

【調査対象】 （地域）北海道全域 （単位）個人 （属性）北海道内１３箇所の観光地

点を訪れた観光客 （抽出枠）北海道内１３箇所の観光地点を訪れた観光客 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，６００／１０４，５８０ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）四半期ごとの指定した

休日１日 （系統）北海道－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）調査実施日（四半期ごとの指定した休日） 

【調査事項】 １．居住地、２．性別、３．年齢、４．日帰り・宿泊の別、５．道内宿泊

数、６．宿泊施設数、７．宿泊施設の区分、８．旅行目的、９．同行者数、

１０．同行者の区分、１１．観光地訪問回数、１２．道訪問回数、１３．利

用交通機関、１４．立ち寄り都道府県、１５．費目別使用費用  
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【調査名】 バイオマス系廃棄物再資源化取組検討に係る事業者アンケート調査

（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１２日 

【実施機関】 三重県環境生活部廃棄物対策局 廃棄物・リサイクル課 

【目 的】 本調査は、三重県内のバイオマス系廃棄物の発生抑制及び再資源化の事業化

に向け、三重県内の事業所から排出されるバイオマス系の廃棄物処理に関する現

状や課題を把握すると共に、事業参入への意向等を調査し、今後の取組内容に反

映させることを目的に実施します。 

【調査の構成】 １－畜産農家 ２－産業廃棄物排出事業者 ３－スーパー、宿泊施設 

※ 

【調査票名】 １－畜産農家 

【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）その他（戸） （属性）畜産農家 （抽出

枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２４年９月末又は前年度の４月１日～３月３１日 

（系統）三重県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１０月中旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．事業所の基本情報、２．事業所の廃棄物（又は家畜糞尿）の発生処理

状況、３．バイオマス利用への関心度、４．県が検討するバイオマス系廃棄

物の利活用事業への参入意向 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物排出事業者 

【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）事業所 （属性）産業廃棄物（特に、動植

物性残さと木くず）排出事業者 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２４年９月末又は前年度の４月１日～３月３１日 

（系統）三重県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１０月中旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．事業所の基本情報、２．事業所の廃棄物（又は家畜糞尿）の発生処理

状況、３．バイオマス利用への関心度、４．県が検討するバイオマス系廃棄

物の利活用事業への参入意向 

※ 

【調査票名】 ３－スーパー、宿泊施設 

【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）事業所 （属性）事業系一般廃棄物（特に、

食品残さ）排出事業者 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記
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入）自計 （把握時）平成２４年９月末又は前年度の４月１日～３月３１日 

（系統）三重県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１０月中旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．事業所の基本情報、２．事業所の廃棄物（又は家畜糞尿）の発生処理

状況、３．バイオマス利用への関心度、４．県が検討するバイオマス系廃棄

物の利活用事業への参入意向  
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【調査名】 市民の健康づくりに関するアンケート調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１５日 

【実施機関】 福岡市保健福祉局健康福祉のまちづくり部健康増進課 

【目 的】 本調査は、「健康日本２１福岡市計画」における数値目標の達成度を把握し、

次期計画策定における基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－市民の健康づくりに関するアンケート調査 

※ 

【調査票名】 １－市民の健康づくりに関するアンケート調査 

【調査対象】 （地域）福岡市内居住者 （単位）個人 （属性）１２歳以上の男女 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／１，２７０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）他計 （把握時）平成２４年４月２日現

在 （系統）福岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２４年１０月１６日～１０月３０日ま

で 

【調査事項】 市民の健康づくりに関すること 
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【調査名】 宮崎県観光入込客統計調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１５日 

【実施機関】 宮崎県商工観光労働部観光交流推進局観光推進課 

【目 的】 本調査は、宮崎県内の観光地点及び行祭事・イベントにおける観光入込客数

及び観光消費額等を把握し、宮崎県の観光振興施策の基礎資料を得ることを目的

とする。 

【調査の構成】 １－観光地点等入込客数調査票 ２－観光地点パラメータ調査票 

※ 

【調査票名】 １－観光地点等入込客数調査票 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位） （属性）年間入込客数１万人以上又は特

定月の入込客数５千人以上の観光地点等 （抽出枠）市町村調べによる年間

入込客数１万人以上等の観光地点等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）オンライン・その他（電話） 

（取集）オンライン・その他（電話） （記入）自計 （把握時）各四半期

実績 （系統）宮崎県－民間事業者－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）各四半期翌月の末日 

【調査事項】 １．月別入込客数 

※ 

【調査票名】 ２－観光地点パラメータ調査票 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）個人 （属性）宮崎県内１０箇所の観光地

点を訪れた観光客 （抽出枠）宮崎県内の主要な観光地点１０箇所における

観光客 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）各四半期の任意の休日１日 （系統）宮

崎県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）各四半期の任意の休日１日 

【調査事項】 １．居住地、２．性別・年齢、３．宿泊状況、４．旅行の目的、５．同伴

者、６．観光地及び宮崎県への来訪回数、７．観光動機、８．観光印象、９．

訪問県名・観光地点名、１０．利用交通機関、１１．費目別消費額  
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【調査名】 長野県高年齢者・障害者雇用実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１７日 

【実施機関】 長野県商工労働部労働雇用課 

【目 的】 本調査は、長野県内民営事業所に雇用される高年齢者・障害者についてその

雇用の実態を把握し、今後の労働行政の基礎資料として施策に反映することを目

的とする。 

【調査の構成】 １－長野県高年齢者・障害者雇用実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－長野県高年齢者・障害者雇用実態調査票 

【調査対象】 （地域）長野県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・

熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金

融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス

業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（家事サー

ビス業を除く）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、

「サービス業（他に分類されないもの）」に属する長野県内民営事業所から

産業・規模別に抽出した常用労働者３０人以上を雇用する事業所 （抽出枠）

平成２１年経済センサスに基づいて作成した事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１９，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１１月１日現在 （系

統）長野県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２４年１０月下旬～１２月５日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．障害者の雇用現状、３．障害者の労働者数、４．

法定雇用率適用事業所か否か、５．身体障害者・知的障害者及び精神障害者

の雇用状況、６．障害者の雇用のきっかけ、７．障害者雇用における配慮事

項、８．障害者雇用における課題等、９．障害者雇用に関する関係機関との

連携、１０．障害者雇用に関する関係機関に対する要望、１１．障害者雇用

に関する助成制度等、１２．採用後に障害者となった従業員に関する配慮、

１３．障害者雇用に関する意見、１４．高年齢者の常用労働者数、１５．高

年齢者雇用確保措置の状況、１６．継続雇用制度対象者の状況、１７．高年

齢者雇用安定法の改正に基づく基準廃止による影響・対応策 
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【調査名】 長崎県健康増進計画「健康ながさき２１」に係るアンケート調査（平

成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１７日 

【実施機関】 長崎県福祉保健部国保・健康増進課 

【目 的】 本調査は、厚生労働省が実施する国民健康・栄養調査を補完するものとして、

国民健康・栄養調査では調査項目となっていない項目について、長崎県における

食生活・健康に関する状況を把握し、「健康増進計画」の策定に係る基礎資料を

得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－「健康ながさき２１」食習慣調査 

※ 

【調査票名】 １－「健康ながさき２１」食習慣調査 

【調査対象】 （地域）長崎県全域 （単位）世帯員 （属性）平成２２年国勢調査の一

般調査区より無作為抽出した平成２４年国民健康・栄養調査の対象世帯と同

一の世帯６００世帯の２０歳以上の世帯員 （抽出枠）平成２４年国民健

康・栄養調査において使用する平成２２年国勢調査結果及び県内各市長住民

基本台帳に基づいて作成した名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／１，１４７，７００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年１１月 

（系統）長崎県－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１０月３０日～１２月１０日 

【調査事項】 食習慣等  
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【調査名】 都内外資系企業基礎調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１８日 

【実施機関】 東京都知事本局総合特区推進部総合特区推進課 

【目 的】 本調査は、都内に事業所を持つ外資系企業の動向や日本もしくは東京へ進出

する際のニーズ、阻害要因等を詳細に把握し、外資系企業誘致施策の推進のため

の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－都内外資系企業基礎調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－都内外資系企業基礎調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）企業 （属性）外資比率２０％以上で都内

に事業所を持つ外資系企業 （抽出枠）民間事業者が所有する企業のリスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）東京都－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月中旬～２月中旬 

【調査事項】 １．回答者の属性（企業概要）、２．操業状況、３．雇用状況、４．事業

所の種類・機能 
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【調査名】 国別外国人旅行者行動特性調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１８日 

【実施機関】 東京都産業労働局観光部企画課 

【目 的】 本調査は、訪都外国人旅行者数の国籍別内訳を推計するとともに、外国人旅

行者の行動特性を国籍別に把握し、今後の観光行政の施策推進の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－国別外国人旅行者行動特性調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－国別外国人旅行者行動特性調査 調査票 

【調査対象】 （地域）成田空港、羽田空港国際線ターミナル （単位）個人 （属性）

成田空港、羽田空港から日本を出国する外国人旅行者 （抽出枠）成田空港

及び羽田空港国際線ターミナル出国審査後の搭乗待合ロビーにおいて、日本

を出国する外国人旅行者の中から調査員が無作為に協力を依頼。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）他計 （把握時）四半期ごとに８日間 （系統）東京都－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）４～６月、７～９月、１０～１２月、１

～３月 

【調査事項】 １．報都外国人の実数推計に係る事項（回答者の国籍・居住国、日本入国

日、入国空港、訪日回数、訪都の有無、都における宿泊日数、訪都回数、訪

都目的）、２．訪都外国人旅行者行動特性にかかる事項（訪問地、東京でし

たこと、旅行形態）、３．東京での支出に係る事項（支出金額、決済方法）、

４．回答者の属性（性別、年齢）。  
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【調査名】 東京都観光客数等実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１８日 

【実施機関】 東京都産業労働局観光部企画課 

【目 的】 本調査は、東京都内の観光客数、観光消費額等を調査し、今後の観光施策の

基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－【Ａ調査票】 ２－【Ｂ調査票】 ３－【Ｃ調査票】 ４－【Ｄ調

査票】 ５－【Ｅ調査票】 

※ 

【調査票名】 １－【Ａ調査票】 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位） （属性）前年の観光入込客数が年間１万

人以上、若しくは前年の特定月の観光入込客数が５千人以上である観光施設 

（抽出枠）観光地点等調査対象リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）四半期ごとの実績 （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）６月、８月、１０月、１月 

【調査事項】 １．入込客数、２．入込客数把握方法及び回答者属性 

※ 

【調査票名】 ２－【Ｂ調査票】 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位） （属性）前年の観光入込客数が年間１万

人以上、若しくは前年の特定月の観光入込客数が５千人以上である行祭事・

イベント実施団体 （抽出枠）観光地点等調査対象リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）四半期ごとの実績 （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）６月、８月、１０月、１月 

【調査事項】 １．入込客数、２．入込客数把握方法及び回答者属性 

※ 

【調査票名】 ３－【Ｃ調査票】 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）区部 （抽出枠）観光施設

等をお訪れている旅行者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８００／４２０，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）四半期ごとの平日

と休日各２日 （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）４～６月、７～９月、１０～１２月、１

～３月 

【調査事項】 １．回答者属性（居住地、性別、年齢）、２．都内宿泊状況、３．旅行目

的、４．旅行形態、５．訪問回数、６．訪問地、７．旅行費用、８．情報源、
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９．宿泊予約方法 

※ 

【調査票名】 ４－【Ｄ調査票】 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）多摩 （抽出枠）観光施設

等をお訪れている旅行者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８００／４２０，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）四半期ごとの平日

と休日各２日 （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）４～６月、７～９月、１０～１２月、１

～３月 

【調査事項】 １．回答者属性（居住地、性別、年齢）、２．都内宿泊状況、３．旅行目

的、４．旅行形態、５．訪問回数、６．訪問地、７．旅行費用、８．情報源、

９．宿泊予約方法 

※ 

【調査票名】 ５－【Ｅ調査票】 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）島しょ （抽出枠）観光施

設等をお訪れている旅行者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００／４２０，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）四半期ごとの平日

と休日各２日 （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）４～６月、７～９月、１０～１２月、１

～３月 

【調査事項】 １．回答者属性（居住地、性別、年齢）、２．都内宿泊状況、３．旅行目

的、４．旅行形態、５．訪問回数、６．訪問地、７．旅行費用、８．情報源、

９．宿泊予約方法  
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【調査名】 クリエイティブ産業の投資動向等に関するアンケート調査（平成２

４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１９日 

【実施機関】 大阪府商工労働部企業誘致推進課 

【目 的】 本調査は、デザインやソフトウェアなど知的財産を活用し、高付加価値製品・

サービスを生み出す産業（いわゆるクリエイティブ産業）を対象に誘致実現の可

能性、企業の行政ニーズを把握し、インセンティブ等支援策を検討するための基

礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－クリエイティブ産業の投資動向等アンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－クリエイティブ産業の投資動向等アンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国（大阪府を除く） （単位）企業 （属性）大阪府が指定す

る一定の条件に該当する企業 （抽出枠）民間の調査会社が所有する企業名

簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３００／２０，８２５ （配布）郵送・オ

ンライン・ファクシミリ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記

入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日現在 （系統）大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月下旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．事業所の新設や移転について、２．従業員数について、３．主要な事

業所の所在地につて、４．事業所の利用形態について、５．府内企業との取

引について 等 
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【調査名】 平成２３年度奈良県紀伊半島大水害間接被害調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１９日 

【実施機関】 奈良県地域振興部復旧・復興推進室 

【目 的】 本調査は、紀伊半島大水害が被災地域に所在する企業に与えた影響を把握し、

奈良県における今後の復旧・復興施策策定の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－平成２３年度奈良県紀伊半島大水害間接被害調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２３年度奈良県紀伊半島大水害間接被害調査 調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県被災地域（奈良県南部・東部地域） （単位）企業 （属

性）地域所在企業 （抽出枠）層化等無し 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／２，１３７ （配布）郵送・そ

の他（電話） （取集）郵送・その他（電話） （記入）自計 （把握時）

平成２３年９月～１１月 （系統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１月１３日（提出期限） 

【調査事項】 １．直接被害の有無、２．直接被害額、３．直接被害の被害内容、４．事

業活動の一時停止・短縮の有無・期間、５．出荷・販売額減少の有無、６．

出荷・販売額減少額、７．間接被害の要因、８．間接被害の発生期間、９．

予防対策や対処に伴う支出増加の有無、１０．予防対策、１１．対処支出の

支出額、１２．応急・代替的対処における支出内容、１３．ライフラインの

混乱による影響  
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【調査名】 管理栄養士等の採用状況等に関する調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月２２日 

【実施機関】 長野県総務部情報公開・私学課 

【目 的】 本調査は、管理栄養士及び栄養士の長野県内におけるニーズを把握するため、

アンケート調査を行い、新県立大学基本構想の策定のための基礎資料を得ること

を目的とする。 

【調査の構成】 １－管理栄養士等の採用状況等に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－管理栄養士等の採用状況等に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）長野県内 （単位）事業所、給食施設及び地方公共団体 （属性）

食料品製造業のうち常用雇用者１０人以上を雇用する事業所、給食施設、市

町村 （抽出枠）市町村及び給食施設は全数調査、事業所は平成２１年経済

センサス（母集団情報）をもとに有意抽出する 

【調査方法】 （選定）全数及び有意抽出 （客体数）４２３／１２７７ １３２７ ７

７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１

０月２４日～１１月７日 （系統）長野県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１０月２４日～１１月７日 

【調査事項】 １．管理栄養士及び栄養士の採用実績、２．採用予定、３．派遣実績ほか 
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【調査名】 がん対策に関するアンケート調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月２６日 

【実施機関】 福岡県保健医療介護部健康増進課 

【目 的】 本調査は、「福岡県がん対策推進計画」の見直しにあたり、各施策について、

がん医療の受け手となっている患者やその家族の意識を調査することで、評価、

次期計画の取組について、検討の材料の一つとすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－がん対策に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－がん対策に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）個人 （属性）がん患者とその家族 （抽

出枠）がん患者支援団体等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１１月１５日～１２月３０日 （系

統）福岡県－民間事業者（がん患者支援団体）－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年１１月１５日～１２月３０

日 

【調査事項】 １．がん医療の受け手である県内のがん患者及びその家族のがん医療に関

する意識等に関し、現在のがんの治療の状況等。  
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【調査名】 宮城県観光客入込数調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月３０日 

【実施機関】 宮城県観光課 

【目 的】 本調査は、観光動向の把握及び観光施策の立案に係る基礎資料となることか

ら本調査を実施するもの。 

【調査の構成】 １－宮城県観光客入込数調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－宮城県観光客入込数調査 調査票 

【調査対象】 （地域）宮城県内 （単位） （属性）前年の観光入込客数が年間１万人

以上の観光地点の管理者、行祭事・イベントの実施者等 （抽出枠）宮城県

が作成した年間入込客数１万人以上等の観光地点等名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２５０ （配布）電話・ファクシミリ （取

集）電話・ファクシミリ （記入）他計 （把握時）四半期ごとの実績 （系

統）宮城県－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）３、７、１０、１月のそれぞれ末日 

【調査事項】 １．入込数、２．宿泊数 
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【調査名】 宮城県観光動態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月３０日 

【実施機関】 宮城県観光課 

【目 的】 本調査は、観光庁が策定した「観光入込客統計に関する共通基準」、「観光入

込客統計に関する共通基準調査要領」及び「全国観光統計基準（日本観光協会）」

に基づき、アンケート調査を行い、観光実態を把握し、観光動向を分析する。 

【調査の構成】 １－宮城県観光動態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－宮城県観光動態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）宮城県内 （単位）個人 （属性）観光地点、行・祭事、スポー

ツ、イベント等、宿泊施設を訪れた観光客 （抽出枠）宮城県で作成した観

光地点名簿から選定した３１地点の観光地を訪れる観光客 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００ （配布）調査員・その他（宿

泊施設については、手渡しのうえ回収） （取集）調査員・その他（宿泊施

設については、手渡しのうえ回収） （記入）他計 （把握時）年４回（春、

夏、秋、冬の各四半期に含まれる内の１日以上） （系統）宮城県－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）３、７、１０、１月のそれぞれ末日 

【調査事項】 １．居住地、２．性別、年齢、３．日帰り、宿泊（宿泊数、宿泊箇所、宿

泊施設、予約方法）、４．旅行目的、５．参考とした媒体、６．震災の影響、

７．同行者内訳、８．観光地点訪問回数、９．宮城県訪問回数、１０．他に

立ち寄った県内観光地点、１１．利用交通機関、１２．他に立ち寄った都道

府県、１３．旅行消費額、１４．土産品 
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（２）変更 

【調査名】 県民健康・栄養実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月３日 

【実施機関】 新潟県福祉保健部健康対策課 

【目 的】 本調査は、新潟県民の生活習慣の状況等を把握し、健康にいがた２１等計画

の評価指標の設定に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票 ２－栄養摂取状況調査票 ３－生活習慣調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出

枠）平成２３年県民健康・栄養実態調査地区（一部を除く。）及び平成２４

年国民健康・栄養調査地区（新潟市を除く。）、平成２４年国民生活基礎調査

地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４００／１９４２０００ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入） （把握時）調査実施年の１

１月１日現在（ただし、平成２４年は生活習慣調査のみ行う。） （系統）

新潟県－調査員（保健所）－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（おおむね３年ごと） （実施期日）調査実施年の１１

月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．身長、２．体重、３．血圧測定、４．問診、５．口腔検査 

※ 

【調査票名】 ２－栄養状況調査票 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出

枠）平成２３年県民健康・栄養実態調査地区（一部を除く。）及び平成２４

年国民健康・栄養調査地区（新潟市を除く。）、平成２４年国民生活基礎調査

地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４００／１９４２０００ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入） （把握時）調査実施年の１

１月１日現在（ただし、平成２４年は生活習慣調査のみ行う。） （系統）

新潟県－調査員（保健所）－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（おおむね３年ごと） （実施期日）調査実施年の１１

月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯状況、２．食事状況、３．食物摂取状況 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票 
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【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出

枠）平成２３年県民健康・栄養実態調査地区（一部を除く。）及び平成２４

年国民健康・栄養調査地区（新潟市を除く。）、平成２４年国民生活基礎調査

地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４００／１９４２０００ （配布）郵

送・調査員 （取集）郵送・調査員 （記入） （把握時）調査実施年の１

１月１日現在（ただし、平成２４年は生活習慣調査のみ行う。） （系統）

新潟県－調査員（保健所）－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（おおむね３年ごと） （実施期日）調査実施年の１１

月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．身体活動・運動、２．食生活、３．喫煙、４．飲酒、５．歯の健康、

６．がん健診の受診状況等  
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【調査名】 愛知県推計人口調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月３日 

【実施機関】 愛媛県企画振興部管理局統計課 

【目 的】 本調査は、国勢調査の間における市町ごとの人口及び世帯の移動状況を明ら

かにし、各種行政施策の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－住民基本台帳に基づく人口及び世帯数に関する異動状況 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－住民基本台帳に基づく人口及び世帯数に関する異動状況 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域 （単位）県内の全市町 （属性）各市町において、

住民基本台帳法の規定に基づき住民票に記載又は消除した者 （抽出枠）住

民基本台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０ （配布）郵送・オンライン・ファクシミ

リ （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）

前月末日現在 （系統）愛媛県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１５日 

【調査事項】 １．前月末日現在の男女別人口（日本人、外国人別）、２．前月末日現在

の世帯数（日本人のみの世帯及び日本人と外国人の混合世帯、外国人のみの

世帯別）、３．前月中の届出による県内、県外別住民票記載者数（日本人、

外国人別）、４．前月中の届出による県内、県外別住民票削除者数（日本人、

外国人別）、５．前月中の職権による出生・死亡及びその他の住民票記載者

数（日本人、外国人別）、６．前月中の職権による出生・死亡及びその他の

住民票消除者数（日本人、外国人別） 
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【調査名】 中小企業労働条件等実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月５日 

【実施機関】 東京都労働相談情報センター 相談調査課 

【目 的】 本調査は、事業所調査及び従業員調査により、属性、労働条件、意識等を調

査し、今後の労働行政上の基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－パートタイマーの実態調査（事業所票） ２－パートタイマーの実

態調査（個人票） ３－派遣労働（常用型）に関する実態調査（特定・派

遣元事業所票） ４－派遣労働に関する実態調査（派遣先事業所票） ５

－派遣労働に関する実態調査（常用型派遣社員票） ６－高年齢者の継続

雇用に関する実態調査（事業所調査票） ７－高年齢者の継続雇用に関す

る実態調査（従業員調査票） 

【備 考】 本調査は、１．パートタイマーに関する実態調査、２．派遣労働者に関する

実態調査、３．契約社員に関する実態調査、４．賃金・労働時間等に関する実態

調査の４種類を毎年ローテーションで行うものであり、平成２４年は、このうち、

４．賃金・労働時間等に関する実態調査について行うものである。 

※ 

【調査票名】 １－パートタイマーの実態調査（事業所票） 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）事業所 （属性）日本

標準産業分類の大分類に掲げる「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂

利採取業」に属する事業所を除く常用雇用者が１０人以上の民営事業所 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１２８，１９４ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日現在 

（系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２１年１０月１日～１０月１９日 

【調査事項】 １．回答者の属性（事業所規模、業種等）、２．労働条件（賃金、労働時

間等）、３．各種制度（福利厚生、教育訓練等）、４．行政機関への要望事項

等 

※ 

【調査票名】 ２－パートタイマーの実態調査（個人票） 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）個人 （属性）事業所

調査の結果協力を得られた事業所の従業員 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日現在 （系統）東京都

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２１年１１月２日～１１月２０日 
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【調査事項】 １．回答者の属性（性別、年齢、職種等）、２．労働条件（賃金、労働時

間等）、３．各種制度（福利厚生、教育訓練等）、４．行政機関への要望事項

等 

※ 

【調査票名】 ３－派遣労働（常用型）に関する実態調査（特定・派遣元事業所票） 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）事業所 （属性）都内

で届出をしている特定労働者派遣事業所のうち、常用雇用者が３０人以上の

事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１３，９７１ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１０月１日現在 （系

統）調査票の配布：東京都－民間事業者－報告者、調査票の回収：報告者－

東京都 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２２年１０月１日～１０月２２日 

【調査事項】 １．報告者の属性（事業所規模、業種等）、２．労働条件（賃金、労働時

間等）、３．各種制度（福利厚生、教育訓練等）、４．法改正に対する要望事

項等 

※ 

【調査票名】 ４－派遣労働に関する実態調査（派遣先事業所票） 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）事業所 （属性）日本

標準産業分類の大分類に掲げる「製造業」、「情報通信業」、「卸売業，小売業」、

「金融業，保険業」、「医療，福祉」に属する事業所のうち常用雇用者が３０

人以上の民営事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１２８，１９４ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１０月１日現在 

（系統）調査票の配布：東京都－民間事業者－報告者、調査票の回収：報告

者－東京都 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２２年１０月１日～１０月２２日 

【調査事項】 １．報告者の属性（事業所規模、業種等）、２．労働条件（賃金、労働時

間等）、３．各種制度（福利厚生、教育訓練等）、４．法改正に対する要望事

項等 

※ 

【調査票名】 ５－派遣労働に関する実態調査（常用型派遣社員票） 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）個人 （属性）派遣元

事業所調査の結果協力を得られた事業所の従業員 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 （系統）調査票
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の配布：東京都－民間事業者－報告者、調査票の回収：報告者－東京都 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２２年１１月１日～１１月２４日 

【調査事項】 １．報告者の属性（職種等）、２．労働条件（賃金、労働時間等）、３．各

種制度（福利厚生、教育訓練等）、４．法改正に対する要望事項等 

※ 

【調査票名】 ６－高年齢者の継続雇用に関する実態調査（事業所調査票） 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く） （単位）事業所 （属性）日本標

準産業分類の大分類に掲げる「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利

採取業」に属する事業所を除く常用雇用者が３０人以上の民営事業所 （抽

出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／４２，９５１ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１０月１日現在 （系

統）調査票の配布：東京都－民間事業者－報告者、調査票の回収：報告者－

東京都 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）毎年９月１４日～１０月１２日 

【調査事項】 １．報告者の属性（事業所規模、業種、職種等）、２．高年齢者雇用確保

措置状況、３．定年後の継続雇用制度の実態、４．行政機関への要望事項等 

※ 

【調査票名】 ７－高年齢者の継続雇用に関する実態調査（従業員調査票） 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く） （単位）個人 （属性）事業所調

査の協力が得られた事業所に従業する従業員 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２４年１１月１日現在 （系統）調査票

の配付：東京都－民間事業者－事業所－報告者、調査票の回収：報告者－東

京都 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）毎年１０月１５日～１１月１６日 

【調査事項】 １．報告者の属性（性別、年代、勤務先の主要事業内容等）、２．高年齢

者雇用確保措置に関する知識、３．継続雇用時の労働条件、４．高年齢者雇

用に関する意識等  

- 64 -



【調査名】 石川県廃棄物排出量実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月５日 

【実施機関】 石川県環境部廃棄物対策課 

【目 的】 本調査は、石川県内の廃棄物の発生及び処理処分、減量化及び再生利用等の

状況を実施年度において業種別、種類別、地域別等に詳細に把握し、その現状分

析と将来予測・解析等を行い、もって廃棄物の適正処理の確保に資する基礎資料

を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－廃棄物実態調査票 形式１ ２－廃棄物実態調査票（建設業）形式

２ ３－産業廃棄物等に関する調査票（運送業、自動車小売業、燃料小売

業、自動車整備業）形式３ ４－廃棄物実態調査票（医療機関）形式４ ５

－廃棄物実態調査票（宿泊業、飲食店）形式５ ６－廃棄物実態調査票（自

動車解体業・破砕業）形式６ ７－産業廃棄物処理実績調査票（金沢市－

産業廃棄物処分業）形式７ ８－一般廃棄物処分実績調査票（一般廃棄物

処分業）形式８ 

※ 

【調査票名】 １－廃棄物実態調査票 形式１ 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分

類に掲げる「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「製造業」、「電気・ガス・

熱供給・水道業（発電所、浄水場、下水処理場に限る。）」、「情報通信業（新

聞業、印刷業に限る。）」、「運輸業，郵便業（鉄道業に限る。）」、「卸売業，小

売業（各種商品卸売業、各種商品小売業に限る。）」、「学術研究，専門・技術

サービス業（学術・開発研究機関、写真業に限る。）」、「生活関連サービス業、

娯楽業（洗濯業に限る。）」、「教育，学習支援業（学校教育に限る。）」、「サー

ビス業（他に分類されないもの）（と畜場に限る。）」に属する事業所 （抽

出枠）事業所・企業統計調査の結果から作成した事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，９００／９，５００ ３２０／９，

５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施

年度の前年度の１年間（４月～３月） （系統）石川県－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）原則として毎年（おおむね５年に１回大規模調査） （実施期

日）１１月１日～１月３０日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の

発生量（中間処理する前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理

後の量、６．処理・処分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称等、

８．処理・処分先又は再生利用先の所在地、９．委託中間処理の方法、１０．

委託中間処理後の再生利用・処分の方法、１１．資源化の用途 
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※ 

【調査票名】 ２－廃棄物実態調査票（建設業）形式２ 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分

類に掲げる「建設業」に属する事業所 （抽出枠）事業所・企業統計調査の

結果から作成した事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７５０／７，５００ ２５０／７，５０

０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年度

の前年度の１年間（４月～３月） （系統）石川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）原則として毎年（おおむね５年に１回大規模調査） （実施期

日）１１月１日～１月３０日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の

発生量（中間処理する前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理

後の量、６．処理・処分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称等、

８．処理・処分先又は再生利用先の所在地、９．委託中間処理の方法、１０．

委託中間処理後の再生利用・処分の方法、１１．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ３－産業廃棄物等に関する調査票（運送業、自動車小売業、燃料小売業、

自動車整備業）形式３ 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分

類に掲げる「運輸業，郵便業（道路旅客運送業、道路貨物運送業に限る。）」

「卸売業，小売業（自動車小売業、燃料小売業に限る。）」「サービス業（他

に分類されないもの）（自動車整備業に限る。）」に属する事業所 （抽出枠）

事業所・企業統計調査の結果から作成した事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／３，５００ ５／３，５００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度

の１年間（４月～３月） （系統）石川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）原則として毎年（おおむね５年に１回大規模調査） （実施期

日）１１月１日～１月３０日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の

発生量（中間処理する前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理

後の量、６．処理・処分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称等、

８．処理・処分先又は再生利用先の所在地、９．委託中間処理の方法、１０．

委託中間処理後の再生利用・処分の方法、１１．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ４－廃棄物実態調査票（医療機関）形式４ 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分
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類に掲げる「医療，福祉（病院、一般診療所に限る。）」に属する事業所 （抽

出枠）事業所・企業統計調査の結果から作成した事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００／７５０ １０／７５０ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度の１

年間（４月～３月） （系統）石川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）原則として毎年（おおむね５年に１回大規模調査） （実施期

日）１１月１日～１月３０日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の

発生量（中間処理する前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理

後の量、６．処理・処分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称等、

８．処理・処分先又は再生利用先の所在地、９．委託中間処理の方法、１０．

委託中間処理後の再生利用・処分の方法、１１．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ５－廃棄物実態調査票（宿泊業、飲食店）形式５ 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分

類に掲げる「宿泊業，飲食サービス業（宿泊業、飲食店に限る。）」に属する

事業所 （抽出枠）事業所・企業統計調査の結果から作成した事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５６０／７，３００ ５／７，３００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度

の１年間（４月～３月） （系統）石川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）原則として毎年（おおむね５年に１回大規模調査） （実施期

日）１１月１日～１月３０日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の

発生量（中間処理する前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理

後の量、６．処理・処分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称等、

８．処理・処分先又は再生利用先の所在地、９．委託中間処理の方法、１０．

委託中間処理後の再生利用・処分の方法、１１．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ６－廃棄物実態調査票（自動車解体業・破砕業）形式６ 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分

類に掲げる「サービス業（他に分類されないもの）（自動車解体・破砕前処

理業に限る。）」に属する事業所 （抽出枠）石川県自動車リサイクル法許可

業者名簿、金沢市自動車リサイクル法許可業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年度の前年度の１年間（４月～３月） （系統）

石川県－民間事業者－報告者 
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【周期・期日】 （周期）原則として毎年 （実施期日）１１月１日～１月３０日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の

発生量（中間処理する前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理

後の量、６．処理・処分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称等、

８．処理・処分先又は再生利用先の所在地、９．委託中間処理の方法、１０．

委託中間処理後の再生利用・処分の方法、１１．資源化の用途 

※ 

【調査票名】 ７－産業廃棄物処理実績調査票（金沢市－産業廃棄物処分業）形式７ 

【調査対象】 （地域）金沢市 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に

掲げる「サービス業（他に分類されないもの）（産業廃棄物処理業に限る。）」

に属する事業所 （抽出枠）産業廃棄物処理業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年度の前年度の１年間（４月～３月） （系統）

石川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）原則として毎年 （実施期日）１１月１日～１月３０日 

【調査事項】 １．産業廃棄物・特別管理産業廃棄物の都道府県ごと・廃棄物の種類ごと

の処分状況、２．産業廃棄物・特別管理産業廃棄物の処理施設の種類ごとの

処分状況 

※ 

【調査票名】 ８－一般廃棄物処分実績調査票（一般廃棄物処分業）形式８ 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分

類に掲げる「サービス業（他に分類されないもの）（一般廃棄物処理業に限

る。）」に属する事業所 （抽出枠）市町等からの情報により作成した事業所

リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年度の前年度の１年間（４月～３月） （系統）

石川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）原則として毎年 （実施期日）１１月１日～１月３０日 

【調査事項】 １．一般廃棄物の市町村ごと・廃棄物の種類ごとの処分状況、２．一般廃

棄物の処分施設の種類ごとの処分状況  
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【調査名】 県民生活習慣実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月９日 

【実施機関】 岩手県保健福祉部健康国保課 

【目 的】 本調査は、岩手県民の身体状況、栄養摂取状況、生活習慣及び健康に対する

意識等を調査し、「健康いわて２１プラン」（平成１３年６月策定）の推進状況を

把握することにより平成２５年度の「健康いわて２１プラン」最終評価と次期岩

手県健康増進計画の策定に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票 ２－歯科疾患実態調査 口腔診査票 ３－栄養摂

取状況調査票 ４－県民生活習慣状況調査票 ５－歯科疾患実態調査 ア

ンケート調査票 

【備 考】 今回の変更は、「健康いわて２１プラン」の最終評価年の変更に伴う、目的、

調査事項等の変更。 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２４年度県

民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２２年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／１，３０３，２５７ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２４年１１月

１日現在 （系統）岩手県－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月１日～３０日 

【調査事項】 １．身長・体重腹囲、２．腹囲、３．血圧測定、４．血液検査、５．問診

（服薬、運動状況等） 

※ 

【調査票名】 ２－歯科疾患実態調査 口腔診査票 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２４年度県

民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２２年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／１，３０３，２５７ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２４年１１月

１日現在 （系統）岩手県－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月１日～３０日 

【調査事項】 １．歯・歯周組織の状況、２．補綴処置の状況・必要度、３．顔面頸部、

粘膜その他の異常 

※ 

【調査票名】 ３－栄養摂取状況調査票 
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【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２４年度県

民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２２年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／１，３０３，２５７ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２４年１１月

１日現在 （系統）岩手県－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月１日～３０日 

【調査事項】 １．世帯状況、２．食事状況（１日）、３．食物摂取状況（１日）、２．１

日の身体活動量（歩数） 

※ 

【調査票名】 ４－県民生活習慣状況調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２４年度県

民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２２年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，３００／１，３０３，２５７ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２４年１１月

１日現在 （系統）岩手県－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月１日～３０日 

【調査事項】 １．日常生活で感じていること、２．睡眠の状況、３．健康づくりの知識

や取組、４．食生活状況、５．喫煙の状況や受動喫煙の知識、６．飲酒の状

況、７．心の健康、８．メタボリックシンドロームの知識、９．ＣＯＰＤ（慢

性閉塞性肺疾患）に関する知識、１０．ロコモティブシンドローム（運動器

症候群）に関する知識、１１．社会的環境（地域のつながり）、１２．健診・

保健指導、１３．糖尿病について、１４．家庭での事故防止対策 

※ 

【調査票名】 ５－歯科疾患実態調査 アンケート調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２４年度県

民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２２年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／１，３０３，２５７ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２４年１１月

１日現在 （系統）岩手県－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月１日～３０日 

【調査事項】 １．甘物の摂取、２．歯磨きの状況、３．歯の健康管理  
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【調査名】 静岡中部都市圏パーソントリップ調査（平成２４届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１０日 

【実施機関】 静岡県交通基盤部都市局都市計画課、静岡市都市局都市計画部交通政策課 

【目 的】 本調査は、静岡中部都市圏の都市交通の実態を総合的に把握するため、都市

圏の人の動きについて個人属性、起終点、交通目的、交通手段、移動時間等を調

査し、総合的な将来都市交通の計画を策定する基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－静岡中部都市圏パーソントリップ調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－静岡中部都市圏パーソントリップ調査 調査票 

【調査対象】 （地域）静岡市、藤枝市、焼津市、島田市全域 （単位）世帯 （属性）

世帯（５歳以上の者） （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２６４，０００／４３８，２６５ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）対象世帯毎にあらかじ

め指定した平日のいずれか１日を調査日とする。 （系統）静岡県及び静岡

市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）概ね１０年に１回程度 （実施期日）平成２４年１１月１３日

～１２月３日の平日の１日 

【調査事項】 １．個人属性 （１）居住地、（２）性別、（３）年齢、（４）産業、（５）

職業、（６）運転免許の有無、（７）外出に際しての困難の有無、（８）利用

可能な自動車、（９）勤務先・通学先所在地、（１０）自動車保有の有無、（１

１）自動車の保有形態、（１２）車種、（１３）使用燃料、（１４）ＥＴＣ搭

載有無、（１５）二輪車保有、２．トリップエンド属性 （１）発着地、（２）

発着施設、（３）発着時刻、（４）着地の駐車・駐輪状況、３．トリップ属性 

（１）目的、（２）手段、（３）乗り換え地、（４）自動車運転者、（５）同乗

人数、（６）有料道路利用、（７）利用車両、（８）各手段所要時間 
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【調査名】 東京都 企業の管理活動等に関する実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１１日 

【実施機関】 東京都総務局統計部調整課 

【目 的】 本調査は、本社経費を把握し、東京都産業連関表作成のための基礎資料を得

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－東京都 企業の管理活動等に関する実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－東京都 企業の管理活動等に関する実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に基づい

て分類された、平成２１年経済センサス－基礎調査の産業分類のうち、大分

類「公務（他に分類されるものを除く）」及び「サービス業（他に分類され

ないもの）」のうち、中分類「政治・経済・文化団体」及び「宗教」を除く

すべての産業について、それらを主産業とする複数事業所を有する企業・団

体のうち、企業等全体での常用雇用者が３０人以上のものを対象とする。 

（抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００／４５，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１２月

３１日 （系統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１１月下旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．従業者数、２．直接的な事業活動に係る従業者数、３．売上高等の金

額及び費用総額等の状況、４．販売費及び一般管理費の状況、５．販売費及

び一般管理費の項目別内訳  
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【調査名】 京都府民のスポーツに関する調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１６日 

【実施機関】 京都府教育庁指導部保健体育課 

【目 的】 本調査は、京都府民のスポーツ活動やその意識の実態を調査し、今後の京都

府におけるスポーツ振興の在り方について検討するための基礎資料を得ること

を目的とする。 

【調査の構成】 １－京都府民のスポーツに関する調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の抽出方法、調査周期及び調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－京都府民のスポーツに関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）個人 （属性）京都府内に居住する２０歳

以上の成人男女 （抽出枠）京都府各市町村電話帳及び町内地図 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，４００／２，０９０，１５２ （配

布）郵送・その他（教育委員会関係者等） （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）調査日現在（一部の項目については、平成２４年４月１日現在） （系

統）京都府教育委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年１０月１５日～１１月３０日 

【調査事項】 １．性別、年齢、居住地、休日形態等について、２．健康、体力、スポー

ツに関する意識等について、３．府内の公共スポーツ施設について、４．運

動やスポーツ活動のクラブへの加入等について、５．競技スポーツに関する

意識等について、６．学校における体育授業やスポーツ活動（部活動）、子

供の体力等について、７．運動・スポーツ等における必要な指導者について 
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【調査名】 岐阜県観光入込客統計調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月１９日 

【実施機関】 岐阜県商工労働部観光交流推進局観光課 

【目 的】 本調査は、観光振興に関し施策の企画立案や検証等に必要な基礎データを把

握するため、岐阜県内を訪れる観光客の実態を調査する。 

【調査の構成】 １－【Ａ調査票】 ２－【Ｂ調査票】 

※ 

【調査票名】 １－【Ａ調査票】 

【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位）個人 （属性）岐阜県内観光地を訪れる観

光客 （抽出枠）岐阜県で作成した観光地点名簿から選定した１５地点の観

光地を訪れる観光客 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，５００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）他計 （把握時）１～３月、４～６月、７～９月、１０～

１２月のうちの休日の１日 （系統）岐阜県－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）３、７、１０、１２月のそれぞれ末日 

【調査事項】 １．観光客の居住地、２．性別、３．年齢、４．日帰り・宿泊の別、５．

宿泊施設、６．旅行目的、７．同行者数、８．調査地（観光地）の訪問回数、

９．調査地（観光地）以外の県内での訪問観光地・訪問箇所数、１０．移動

手段、１１．県内以外の立ち寄り都道府県、１２．旅行で使う一人あたりの

費用 

※ 

【調査票名】 ２－【Ｂ調査票】 

【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位） （属性）前年の観光入込客数が年間１万

人以上、若しくは前年の特定月の観光入込客数が５千人以上である観光地点

の管理者や行祭事・イベントの運営者等 （抽出枠）岐阜県で作成した観光

地点名簿 

【調査方法】 （選定） （客体数）４２ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）１～３月、４～６月、７～９月、１０～１２月の実績 

（系統）岐阜県－県内全市町村観光担当課－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）５、８、１１、２月のそれぞれ末日 

【調査事項】 観光地点別の月別観光客数  
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【調査名】 県民経済計算基礎調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年１０月２３日 

【実施機関】 新潟県総務管理部統計課 

【目 的】 本調査は、新潟県の経済の規模や成長率、新潟県内の産業構造などを把握し、

地域経済の総合指標としてまとめる県民経済計算の推計に使用するための調査

とする。 

【調査の構成】 １－【Ａ調査票】 ２－【Ａ－独調査票】 ３－【Ｂ調査票】 ４－【Ｃ

調査票】 ５－【Ｅ調査票】 ６－【Ｆ調査票】 ７－【Ｇ調査票】 

※ 

【調査票名】 １－【Ａ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）行政機関 （属性）国の出先機関 （抽出

枠）県民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年

度前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１１月上旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．行政機関の現況 （１）会計区分、（２）職員数、２．歳入 （１）

収入印紙、（２）官業収入、（３）政府資産整理収入、（４）雑収入、３．歳

出 （１）職員基本給、（２）職員諸手当、（３）超過勤務手当、（４）委員

手当・常勤職員給与・非常勤職員手当・予備隊員手当・休職者給与・育児休

業給等、（５）諸謝金、（６）報償費、（７）各種旅費、（８）庁費・校費等、

（９）原材料費、（１０）委託費、（１１）施設費の類、（１２）補助金・負

担金・交付金等、（１３）交際費、（１４）賠償償還及び払戻金、（１５）保

証金・予納金、（１６）補償金（費）、（１７）恩給・年金等、（１８）他会計

への繰入、（１９）貸付金・出資金、（２０）供託金、（２１）利子、（２２）

公共事業費、（２３）その他の支出、４．現物支給、５．自衛隊の現物支給

（防衛庁関係のみ記入）、６．その他（特別会計等）、７．建物延床面積、８．

市町村別工事費 

※ 

【調査票名】 ２－【Ａ－独調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位） （属性）独立行政法人 （抽出枠）県民

経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年

度前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１１月上旬～１２月下旬 
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【調査事項】 １．行政機関の現況 （１）会計名、（２）勘定名、（３）職員数、（４）

建物延床面積、２．収入、３．支出、４．有形固定資産の状況、５．投資額、

６．市町村別建設費・災害復旧費（新潟県内分） 

※ 

【調査票名】 ３－【Ｂ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）共済組合 （属性）共済組合 （抽出枠）

県民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年

度前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１１月上旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．共済組合の現況、２．共済組合掛金・給付金、３．共済組合員数、４．

建物延床面積 

※ 

【調査票名】 ４－【Ｃ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）事業所 （属性）金融機関 （抽出枠）県

民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年度

前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１０月中旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．事業所の現況、２．預金、３．貸出し、４．収益費用 （１）経常収

益、（２）経常費用、（３）経常利益、５．有刑固定資産投資支出 

※ 

【調査票名】 ５－【Ｅ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）事業所 （属性）電力・放送他 （抽出枠）

県民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年

度前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１１月上旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．事業所の現況、２．賃貸住宅建設費、３．宅地造成費、４．分譲住宅

建設費 

※ 

【調査票名】 ６－【Ｆ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）機関 （属性）公社・公団・事業団他 （抽
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出枠）県民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年度

前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１１月上旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．事業所の現況 （１）会社名、（２）勘定名、（３）職員数、２．歳入

決算額 （１）業務収入、（２）雑収入、３．歳出決算額 （１）職員基本

給・諸手当・超過勤務手当、（２）委員手当、（３）退職手当、（４）児童手

当、（５）公務災害補償費、（６）休職者給与・常勤職員給与、（７）国家公

務員共済組合負担金、（８）諸謝金、（９）報償費、（１０）各種旅費、（１１）

需要費、（１２）補助金、（１３）支払利子、（１４）支払配当金、（１５）支

払地代、（１６）支払損害保険料、（１７）自動車重量税、（１８）自動車税

等、（１９）法人税・住民税、（２０）その他諸税、（２１）災害補償費、（２

２）その他、（２３）業務外支出、４．有形固定資産、５．投資額 （１）

建設費、（２）災害復旧費、（３）用地費、６．市町村別建設費・災害復旧費、

７．たな卸資産の状況 

※ 

【調査票名】 ７－【Ｇ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）機関 （属性）政府サービス生産者（【Ａ

調査票】～【Ｆ調査票】に属する機関を除く。） （抽出枠）県民経済計算

基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年度

前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１１月上旬～１２月下旬 

【調査事項】 １．機関の現況、２．税目、３．海洋運輸（離島連絡航路）、沿岸運輸（海

浜航路）、内陸水運（河川・湖沼遊覧航路）  
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【調査名】 中小企業景況調査（平成２４年届出・３回目） 

【受理年月日】 平成２４年１０月２６日 

【実施機関】 愛知県産業労働部産業労働政策課 

【目 的】 本調査は、愛知県内中小企業の産業活動の動向に関する基礎的な事項につい

て把握し、地域経済に関する施策の企画・立案及び効率的な推進を図ることを目

的とする。 

【調査の構成】 １－中小企業景況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－中小企業景況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）企業 （属性）製造業、卸・小企業、建

設業、サービス業を営む中小企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計

調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１６２，０００ （配布）

郵送・ファクシミリ （取集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握

時）毎年４～６月期、７～９月期、１０～１２月期、１～３月期 （系統）

愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）４～６月期（実施開始日である６月１日

に到達するよう５月末日の３日前頃）、７～９月期（実施開始日である９

月１日に到達するよう８月末日の３日前頃）、１０～１２月期（実施開始

日である１２月１日に到達するよう１１月末日の３日前頃）、１～３月期

（実施開始日である３月１日に到達するよう２月末日の３日前頃） 

【調査事項】 １．業種、２．従業員数、３．当期の経営実績、４．採算、５．設備投資、

６．雇用人員、７．金融機関の貸出態度及び経営上の問題点、８．行政が今

後強化すべき支援策、９．来期の見通し、１０．採算及び設備投資の計画（四

半期ごとに変更する事項）、１１．大学等新卒者の採用動向（毎年１～３月

期）、１２．中小企業金融円滑化法が、平成２５年３月末に終了した場合の

影響に関する調査（平成２４年１０～１２月期） 
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